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●無形資産が企業競争力(企業価値)の源泉に
企業の競争力を決める要因に大きな変化が起

こっている。かつては有形資産の規模が企業の競
争力の源泉であった。1980年代の日本企業の動向
を見ればわかるように、有形資産の集積による規
模の経済性が、高いマーケットシェアや利益率を
生んだ。
しかし最近になって、有形資産の規模が必ずし

も高い企業価値を保証しないことが明らかとなり
つつある。例えば、ブルッキング研究所の研究成
果によれば、1978年には企業価値の80％は有形資
産が、残り20％が無形資産と関係していたが、88
年には有形資産45％、無形資産55％となり、そし
て98年に至っては有形資産で説明される企業価値
のウエイトはわずか30％で、一方の無形資産は
70％を占めるに至っている。まさに｢見えざる富
(Unseen Wealth)｣である｢無形資産｣が、企業価値
を大きく決定しているのだ。
こうした企業競争力の無形資産へのシフトを促

しているのが、情報技術(IT)である。
ITを基礎としたインターネットや通信技術によ

り、企業の経営環境は一変した。かつては有形資
産を軸とした垂直統合により、さまざまな効率化
を実現することができた。工場や設備を統合する
ことによって生産量を拡大したり、固定費の削減
をはかることができた。また、M&Aなどによって、
自社にはない有形資産を獲得することで多角化を
はかることができた。しかし、経済のネット化が
進むと、情報ネットワークの活用によりさまざま
な資源の組み合わせが可能となり、有形資産の大
規模化はかえって資本コストやサンクコスト(埋没
費用)の増大を招く。つまり、競争力の源泉が、有
形資産から情報をテコとした無形資産に移行しつ
つあるのである。

●無形資産の中核は知的資産、顧客管理、ブラン
ド資産
見えざる富としての｢無形資産(インタンジブ

ル)｣とは、物的な実体を伴わない将来便益の請求
権と定義できるが、その分類は区々であり一様で
ない。少なくとも、それには人的資産に代表され
る知的資産、顧客データベースや顧客との関係性
によって構築される顧客資産、さらにはブランド
(商品ブランドのみならず企業そのもののコーポ
レート･ブランド)に起因する収益力に裏づけられ
たブランド資産などがある。
ところが、我が国はもちろんこと、アメリカで

も企業競争力の源泉として有形資産に代わって無
形資産が注目されるようになったのは、比較的最
近のことである。無形資産が閑却されてきた大き
な理由の1つは、無形資産をめぐる会計制度にあ
る。アメリカや我が国のみならず、国際会計基準
も現在のところ無形資産のオンバランス化を禁止
しているからである。

●オンバランスされない無形資産
では、なぜオンバランス化が禁じられてきたの

か。それは、無形資産には次の3つの特性がある
からである。
第1は、同時･多重利用が可能なことである。物

的資産あるいは金融資産はその用途を特定すれ
ば、他の用途では利用できず、そこから得られる
便益を企業は独占的に享受できる。一方、顧客情
報や技術、ソフトウェア、ブランド、ビジネス･
モデルなど多くの無形資産は、多重利用･複製が
可能である。つまり、無形資産への投資から得ら
れる便益をその企業が独占的にコントロールする
ことは容易ではない。
第2は、不確実性(リスク)が大きいことである。

一般に事業活動はアイデアをビジネスにつなげて
いくものである。物的資産や金融資産への投資は、
アイデアが事業化に近づく段階で行われることが
多いため、そこから経済的便益を得られる確率が
高い。一方、無形資産への投資は、いってみれば
人的資本やR&D、あるいは組織資産など企業の革
新･創造活動の源泉に対する投資であり、もっとい
えばアイデアやビジネス･モデル革新の発案のため
の投資である。これらの投資のうちアイデアや発
案としてビジネスに結びつくものはごくわずかで
あり、何ら無形資産に影響を及ぼさないものも多い。
第3は｢市場｣が存在しないことである。最近に

なって特許ロイヤリティやM&Aをめぐる取引が増
大しており、それらの取引から無形資産の価値を
一見類推できそうである。しかしそれらは両者間
での売買価格を決めるものに過ぎず、多くの無形
資産については取引市場は存在しない。

●無形資産の価値測定が課題
たとえ無形資産マネジメントの重要性が認識さ

れたとしても、その価値測定が実行されなければ、
その実効性は低いものとなる。また、進捗状況を
フォローすることもできない。｢測定できないもの
はコントロールできない｣からである。したがって
無形資産のマネジメントのかなりの部分がその価
値測定に割かれなければならない。
ところが無形資産の価値測定システムの開発は

きわめて遅れているのが現状である。筆者は無形
資産の中核的要素である企業ブランドの測定シス
テムを現在構築中である。恐らく、本稿が読者の
目に触れるころには公表していることであろう。
こうした測定システムの開発を行いながら、そ

れをマネジメントの中核に据えることが21世紀の
まさに経営課題といえる。

21世紀のマネジメント創造－インタンジブル経営への挑戦
一橋大学大学院商学研究科教授 伊藤邦雄氏
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情報システムをより安全かつ効率的に稼働させる
手段として、インターネット･データセンター(iDC)
が大きな注目を集めている。データセンターとは、
Eビジネスなどを手掛ける企業のサーバ群を安全性
の高い施設に預かり、インターネットのバックボー
ン(基幹回線)への接続やマネジメント･サービスな
どを提供する施設。Eビジネスは、システムを年中
無休で連続運転する必要があり、自社でサーバを管
理するのは大きな負担となる。このため、専門技術
を持つデータセンター事業者にサーバ管理などを委
託すれば、人件費が削減でき、サービスの質も高め
られるということから注視されている。

日本ユニシスはこうしたデータセンターの利用
ニーズに応えていくため、iDCの専業企業である
アット東京とデータセンター･ビジネス分野におい
て業務提携した。日本ユニシスとアット東京は、こ
れまでも電力関連資機材を調達するEマーケットプレ
イス運営会社として設立されたジャパン･イーマー
ケットをはじめ、金融分野、官公庁分野へのASP
サービス｢kiban@asaban｣提供において協力してきた。
今回、システム･インテグレーション･サービスで
の豊富な経験と実績を生かしてアウトソーシング事
業を展開している日本ユニシスと、世界最大級の
iDCファシリティとインフラを擁するアット東京が
業務提携することで、両社のサービスを融合した、
より付加価値の高いiDCサービスの提供が実現でき
ることになる。

アット東京は、東京電力、東京通信ネットワーク
(TTNet)、インテックを中心に、2000年6月、イン
ターネット･データセンター事業を手掛ける企業と
して設立され、同年9月に東京23区内の第一セン
ターで営業を開始し、本年2月には中央センターの
運用を開始した。このiDCは、直径約150mの円形を
しており、1フロアが東京ドームのグランドを超え
る広さを持つ。現在竣工しているのは1階部分のみ
で、総床面積は1万4,000㎡だが、2003年春には9階建

図1

ての世界最大級の規模を誇る14万㎡にまで拡張の予
定である。
さらに、このiDCはブロードバンド時代の社会イ
ンフラとして、万全なセキュリティ対策、信頼性の
高い電源･光ケーブールを確保して、企業の情報シ
ステムを24時間365日安定稼働させる最高水準の環
境を提供するとともに、急増するEビジネスに対応
できる極めて大きな拡張性を有するiDCとなる。

この世界最大級のiDCの建設は、同社のビジネ
ス･コンセプトであるDATACITY構想の実現に向け
た大きなステップとなる。同社代表取締役社長 金
岡 克己氏は、｢DATACITYと
は、iDCを1つの街にたとえ、
Eビジネスを行う企業、SI企
業、ISPやASPを展開する通
信事業者等々、IT革命を推進
するあらゆる事業者が競合し
つつも1カ所に集積すること
により、街そのものが相乗効果で発展するという考
え方である。
例えば、東京･秋葉原は家電や情報機器の店舗や
会社が集中することによって、大きな集客力を実現
すると同時に、さまざまな企業同士が出会い、新た
なサービスや価値を生み出す場となっている。
DATACITYにもこれと同じ効果が期待できると考え
ている。弊社では、ここに集まるお客様が自社のコ
アコンピタンスに集中できるように、互いが足りな
い部分を補完しあえる仕組みを将来的には提供して
いく考えである｣と語っている。 (図1)

これまで、データセンターといえば、地価の安い
郊外に建設するのが一般的だった。しかし、今や土
地の値段が下がり、建物自体や電源設備などの基礎
設備の方がデータセンター建設予算の中で大きな比
率を占めるようになってきた。｢費用面で差がない
なら、インターネット環境が充実し、立地条件の良
い都心にiDCを設けた方がベターだという考え方か
ら東京23区内にiDCを開設した。また、マルチベン
ダー化の進展も都心にiDCを開設することを加速し
ている。つまり、ベンダー 1社がすべてをサポート
していた汎用機時代と違って、今や1つのシステム
の構築に多数のベンダーが関わっている。都心から
離れたiDCでは、トラブルやシステム拡張時などに
迅速な対応を受けることは困難となるからだ｣(金岡
社長)という。

アット東京がサービスするiDCの特色は次のとおり。
①余裕の空間が実現する拡張性

世界最大級となる総床面積14万㎡まで拡張の予定
で、設備増強に余裕を持ち、十分な拡張性を提供す
る。また、東京23区内に集約することで、集中管理

の利便性と大きな集積効果が得られる。
②東京電力グループが持つ最先端の設備と保安技術

電源系統の多重化、確実なバックアップを持つ電
源の確保、電力設備の堅牢性をベースにした耐震建
造物、信頼性の高い光ファイバーケーブル、ハード
ウェア／ソフトウェア両面で最新の技術を導入した
セキュリティ･システムなど東京電力グループが保
有する最高水準の設備技術を投入している。
③有力IT企業の技術支援

大規模システムの構築と運用に数多くの実績を持
つ日本ユニシスをはじめ、インテックやサン･マイ
クロシステムズなど国内外の有力パートナーと連携
し、最新のIT関連技術･サービスが高品位なiDC
サービスに還元される。

マネジメント･サービス�

運用サービス�

サーバ･サービス�

ネットワーク･サービス�

ファシリティ･サービス�

セキュリティ･サービス� SIサービス�
b新規にシステム構築を希望される
お客さまに、@Tokyoパートナー各
社と共同のSIサービスをご提供(シ
ステム提案およびシステム構築、
運用管理をサポート)

基本運用サービス�
b24時間365日の監視体制�
b電源on/off�
bpingによるサーバ監視�
bシステムリブート�

ハウジング･サービス�

高速インターネット接続�

電源多重化� 入退室監視� 空調システム� 防火システム� 耐震構造�

拡張運用サービス�
bジョブスケジュール運用�
bデータバックアップ�
bアプリケーション監視�
b不正アクセス検知�

bストレージ･サービス�
b負荷分散サービス�
bファイル監視�

bお客さまのシステムを守る高度な�
　セキュリティ機能を提供�

bラックスペースを提供�

bお客さまシステムをインターネットへ高速接続する環境を提供�

ホスティング･サービス�
bサーバリソースを提供�

図2 アット東京のサービス内容

アット東京のiDCは、iDCに求められる数多くの
要求の中でもファシリティ･サービスが非常に充実
している。それに加えて、ネットワーク･サービス
における高速接続の保証、ハウジング／ホスティン
グなどのサーバ･サービス、24時間365日の運用サー
ビスなどを一括して提供する。その提供するサービ
ス内容は、図2に示すとおりである。

◇
なお日本ユニシスは、今回のアット東京との業務
提携により従来のデータセンターに加えて、アット東
京のiDCをアウトソーシング･ビジネスの新たな拠
点に据え、その柔軟な拡張性を活用することにより、
新たなビジネス･モデルの提供を計画している。
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日本ユニシスとアット東京
データセンター･ビジネス分野で業務提携

両社のサービスを融合した｢高付加価値のiDCサービス｣提供を目指す

特集.本格化するアウトソーシング

注目を集めるインターネット･データセンター(iDC)

より高品質なiDCサービス展開に向け、
日本ユニシスとアット東京が業務提携

東電グループを中心にiDC事業の
専業会社｢アット東京｣を設立

Eビジネス基盤－DATACITY構想実現に向けて

東京都心に世界最大級のiDCを保有する理由

アット東京のiDCサービスの特色

ファシリティ･サービスから
マネジメント･サービスまで提供

■株式会社アット東京(＠Tokyo)
http://www.attokyo.co.jp/

◆情報通信システムを一括して集中管理するデータセ
ンター事業(第二種電気通信事業)を展開

◆所在地＝東京都中央区八重洲2-7-2
◆代表者＝金岡克己代表取締役社長
◆設立＝2000年6月
◆資本金＝100億円
◆出資企業＝東京電力(株)、東京通信ネットワーク(株)、
(株)インテック、三井物産(株)、三菱商事(株)、住友
商事(株)、東電コンピュータサービス(株)、東電ソフ
トウェア(株)ほか

金岡克己社長



百五銀行
基幹系システム／オープン系システムの

システム運用を日本ユニシスにアウトソーシング
運用コストの削減･平準化を目指す
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ビッグバンが進む中、顧客密着型経営を特徴とす

る地方銀行では、一層の顧客基盤の強化･拡充が必

要とされている。そのため戦略的システムへの投資

を確保する手段として、システムの共同化、アウト

ソーシング化が注目されている。第1次オン～第3次

オンへの発展過程において、基幹系システムのコス

ト削減に不断の努力が払われてきたが、今や事務処

理負荷の軽減策、合理化努力も出しつくした感があ

るからだ。こうした状況の中で、三重県を主な営業

基盤とする百五銀行では、基幹系システムおよび

オープン系システム全般のシステム運用を日本ユニ

シスにアウトソーシングする契約を締結した。

アウトソーシングを選択した背景と理由について
同行取締役事務統括グループマネージャー橋本洋
一氏は、｢現有の事務センターの老朽化に伴い、新
センターをどうするかという
問題が大前提としてあった。
今後の補修費用とその工事負
荷を考えると、修繕しながら
継続使用していくのは現実的
な選択ではない。また、大型
のコンピュータ･センターを
自前で建設することも時代の流れに反する。堅牢な
外部のデータセンターを利用し、その運用をシステ
ム運用に長けた専門家に委託することが経営効率的
にもベターだと考えてアウトソーシングの道を選ん
だ｣と語る。
また、現在使用中の勘定系システム(TRITON)を
再評価したところ、都銀のシステムと比べても遜色
のないトップクラスの勘定系ソウトウェアであると
いう結論が出たため、TRITONを今後も継続使用す
ることが最適と判断された。そこで、｢システム企
画業務や新規案件などの開発業務は残すが、基幹系
システムやオープン系システムの運用業務はアウト
ソーシングの対象とし、さらなるシステム運用の安
定化、効率化、高品質化を目指すことにした｣(橋本
取締役)と説明する。

今回のアウトソーシング契約概要は次のとおり。
◆対象業務

＊日本ユニシスは百五銀行のアウトソーシング全体
の統括管理と、基幹系システムのハードウェアお
よび基盤ソフトウェア関連(OSなど)の調達･保守･
運用･管理業務サービスを提供する。
＊また、日本ユニシスはマシン･オペレーションな
どの管理業務をエヌ･アール･アイ･データサービ
ス株式会社(NRIデータサービス)に再委託する。
◆契約期間

2002年5月から8年間
◆運用方法

日本ユニシスは、百五銀行がNRIデータサービス
と利用サービス契約を締結した同社大阪データセン
ターに大型汎用コンピュータ(HMP IX6800×6ホス

ト)などを設置し、高速デジタル回
線を介して、津市にある同行事務セ
ンターから基幹系システムをリモー
ト運用する。同時に現センターに残
すオープン系システム(イントラ
ネット･システム、営業支援システ
ムなど)の運用もアウトソーシング
対象とする。さらに、アウトソーシ
ングの実施に際し、今後の営業時間
延長対応と運用の効率化を狙いとし
て、最新型ストレージ･ソリュー
ションを導入し、平日稼働ホスト･
コンピュータと休日稼働ホスト･コ
ンピュータのファイル連携処理を

対象業務システム�
サービス開始時期�
契約期間�

：基幹系(勘定系、対外系など)、オープン系システム�
：2002年5月7日予定�
：8年間�

大阪データセンター� 津事務センター�
基幹系汎用コンピュータを設置� 基幹系リモート運用機能、オープン系運用�

ユニシス･ホスト･システム�
(HMP IX6800×6ホスト、�
ストレージ･ソリューション他)�
　　　　　　　　　　など�

ホスト･リモート運用機器�
(磁気テープ、コンソール他)�
オープン系システム�
(営業支援、イントラネット他)

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク�

拠
点
間�

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク�

拠
点
間�

高速デジタル回線�

営業店�
アウトソーシング期待効果� 日本ユニシスの役割�

1.システム運用の安定化、効率化、高品質化�
　―情報技術の多様化、複雑化に対する対応�
2.システム運用コストの削減、平準化�
　―8年間で約10%削減見込み�
3.経営資源の重点分野への再配置�
　―システム要員の重点分野への再配置�

■アウトソーシング･サービス�
　―アウトソーシング全体の統括管理�
　―基幹系システムの保守･運用･管理�
　―オープン系システムの運用･管理�
　―基幹系システムの提供�

(NRIデータサービス)

百五銀行アウトソーシング概要図

シームレスに実現できる基盤を構築する予定。 (図)

日本ユニシスをアウトソーサーに選んだ理由とし
て、①34年という長期にわたるベンダーとしての付
き合いで、当行のシステム全般に精通しており、安
心して運用を任せられる、②専門集団としてサポー
ト技術力に優れている、③基幹系システム
｢TRITON｣を共同開発したパートナーでもあり信頼
感が持てる、などを挙げている。
一方、NRIデータサービスの選択理由としては、
堅牢なデータセンターを有し、システム運用のプロ
としてのノウハウを持つなどを挙げている。

百五銀行本店

今回のアウトソーシングの狙いと期待効果につい
ては、次の3点を挙げている。
①システム運用の安定化･効率化･高品質化の実現

システム技術が多様化･複雑化する中で、基幹系
システムについて高度な専門知識を持つ日本ユニシ
スと、データセンターの運用とシステム運用で長年
の経験を持つNRIデータサービスにアウトソーシン
グすることにより、安定的･効率的･高品質なシステ
ム運用を図かれるようにする。
②システム運用コストの抑制ならびに平準化

アウトソーシングにより、コンピュータ･セン
ターやホスト･コンピュータなどシステム資源の保

有に伴う物理的･経済的負担や設備投資負担が軽減
するため、システム投資を平準化でき、システム運
用にかかるコストを今後8年間で約10％削減できる
見込みである。
③行員の適性に合ったローテーションと再配置

従来システム運用に携わっていた行員を銀行の本
来業務などの重点部門に再配置できるようになる。

この10月からNRIデータサービスの大阪データセ
ンターにホスト･コンピュータ(HMP IX6800)を設置
し、津の事務センターのリモート機器との接続テス
トを開始するなど移行作業に入り、年が明けてから
移行リハーサルや営業店テストを繰り返しながら来
年5月7日の本番稼働を目指す。
｢この分野は技術革新が早いので、常に環境変化
に合わせて柔軟に運用してい
くべきだと考えている。その
ためにも三者が切磋琢磨しな
がら、システム運用の最適化
を図っていきたい。特にアウ
トソーサーには、“自分の会
社のシステムである”という
意識を強く持って運用業務に取り組んでいただきた
い｣(同行事務統括グループ システム企画チーム
リーダー佐埜繁樹氏)と強調している。
なお、同行はアウトソーシング移管後、安全対策
の観点から日本ユニシスの地銀バックアップセン
ターへの加盟も検討している。また、先端産業の研
究施設などが集積する津市内のサイエンスシティ内
に新情報センターを2004年春までに建設し、システ
ム運用拠点を移設する計画である。

ユニシス・ニュース
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■株式会社百五銀行
http://www.hyakugo.co.jp/

◆この3年間に｢投資信託業務への参入｣、｢テレホン･バ
ンキングおよびインターネット･モバイルバンキング
の実施｣、｢コンビニATMの展開｣などの新施策に取り
組むと同時に、環境に配慮した企業活動を経営上の
重要課題と位置づけ、99年11月19日の創立記念日に
地銀で2番目となる｢ISO14001｣の認証を取得してい
る。今夏も環境保全の一環として冷房中の適正な温度
調整を実施し、ノーネクタイ、軽装による勤務とした。

◆所在地＝三重県津市岩田21-27
◆代表者＝前田　肇頭取
◆預金量＝3兆464億円
◆店舗数＝113店、24出張所
◆従業員数＝2,754人(2001年3月31日現在)

アウトソーシングを選んだ背景と目的

アウトソーシング業務の概要

日本ユニシスをアウトソーサーに選んだ理由

2002年5月7日の本番稼働を目指す

アウトソーシング化の狙いと期待効果

橋本洋一氏

佐埜繁樹氏
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金融機関では、ビッグバンによる本格的な自由競

争時代に突入し競争が激化している。地域金融機関

がこの激化する競争に勝ち抜くには、経営体質の強

化や顧客サービスのさらなる向上を図るための基幹

系システムの24時間365日稼働やデリバリ･チャネル

多様化への対応など、ITを積極的に活用したサービ

ス強化が求められている。

しかし、その対応のためのシステム開発･運用コ

ストが増大し、大きな負担となっているのが実情で

ある。そこで、システムの高度化を図りながら、コ

スト削減を実現する有力な手段として、アウトソー

シングを採用する金融機関が増えている。

ここでは、本年1月から基幹系システム(勘定系･

対外系など)の運用･開発を全面的に日本ユニシスに

委託した、殖産銀行と福島銀行におけるアウトソー

シングへの取り組みについて紹介する。

殖産銀行、福島銀行ともに激動する金融環境を乗
り切るためには、さらなる経営の合理化と収益体質
の強化を経営目標として掲げている。その実現のた
めに、組織のスリム化によるローコスト経営と、フ
レキシブルな組織による経営のスピード化を目指し
ている。両行ともに｢今回の基幹系システムのアウ
トソーシングは、それらの目的を達成する有力な手
段である｣と位置づけている。
今回のアウトシーシングの目的として、両行とも
に、①地域のお客様の要望に応えられる新商品･新
サービスなど、今後のシステム高度化への対応を図
ること、②今後予想される運用･開発コストなど、
システム関連経費の大幅な削減を図ること、③これ
までシステムの開発･運用に携わってきた銀行員の
重点部門への再配置などを挙げている。

殖産銀行と福島銀行は、これまで両行の出資で設
立した(株)東北バンキングシステムズ(以下：TBS)
を通じて、共同体制による基幹系システムの開発･
運営を進めてきたが、今回、日本ユニシスのアウト
ソーシング･サービスを採用した経緯について、殖
産銀行取締役鈴木庶元(ちかはる)氏は、｢TBS設立
による共同体
制の最大の狙
いは、増大す
るシステム･
コストの低減
にあり、その
コスト低減の
ためには共同
加盟行の拡大
が必要だと考
えていたが、
セ ン タ ー
(TBS)が山形
市に存在する
という地理的

な制約などから拡大しづらい
状況にあった。
また、当初の共同化構想で
は旧徳陽シティ銀行も加えた
3行体制で臨む予定だったが、
開発途上での同行の破綻もあ
り、2行体制へと縮小を余儀
なくされるなど構想とのずれが生じてきた。そのよ
うな状況の中で、日本ユニシスから共同体制を進化
させたアウトソーシング構想が打ち出され、その提
案を積極的に受け入れることにした｣と説明される。
さらに、アウトソーシング選択の背景と狙いにつ
いて次の点も挙げている。
＊新商品･新サービスの充実

TBSの設立で、人材確保･専門家の養成を目指し
てきたが、よりスピーディなシステム開発が求めら
れる中、専門家集団を抱える日本ユニシスの開発技
術力を全面的に活用して、新商品･新サービスの充
実を図りたい。
＊バックアップセンターなど運用面での安全性向上

銀行の信頼性確保の一環としてシステムの安全性
向上が不可欠となっているが、従前のような小規模
な共同体制下でバックアップセンターを保有し、運
用面の安全性を向上させることは投資面から困難な
状況にあった。
＊コアコンピタンスの向上

経営の効率化を進める中で、全体的な人員計画と
して、これまでシステムの開発･運用に携わってき
たTBSへの出向要員を銀行の本来業務に従事させ、
より営業力や本部の企画力を強化する必要性が出て
きた。

日本ユニシスをアウトソーサーとして選定した理
由について、福島銀行取締役 総合企画部長　伊藤
正八氏は、｢現在使用している基幹系システム
(ACROSS21と呼称)は、日本ユニシスのソリュー
ション･パッケージ“TRITON”をベースに当行と
殖産銀行が共同開発した、勘定系、対外系、営業店
端末のシステムで98年5月から稼働している。この
共同化システムをそのままアウトソーシングするこ
とが可能だったことが、アウトソーシングに踏み

■対障害性�
◇アプリケーション障害の場合�

◇ホスト機障害の場合�

ホスト#1

ホスト#1 ホスト#2 ホスト#3 ホスト#4 ホスト#1 ホスト#2 ホスト#3 ホスト#4

ホスト#2 ホスト#3 ホスト#4

(本番系) (本番系) (本番系) (待機系)

勘定系アプリケーション�

B銀行�

A銀行�

勘定系アプリケーション�

本番系� 本番系�本番系�本番系�本番系� 本番系�待機系� 待機系�

勘定系AP

勘定系AP

勘定系AP

勘定系AP

■いずれかの銀行のアプリケーショ
ンで障害が発生した場合でも、ア
プリケーションはそれぞれ独立し
ているため、影響を受けることな
く、継続稼働することが可能�

修復�

障害検知後速やかに待機系
ホストに自動切替。1～2分
程度で切り替わるため、使
用者側はほとんど障害と認
識しない。�
(ノンストップ･システム)

図2 基幹系システム基盤の特徴－高い安全性の確保

ホスト#1

(本番系) (本番系) (本番系) (待機系)

ホスト#2 ホスト#3 ホスト#4

殖産銀行�

共通アプリケーション� 独自�

共通アプリケーション� 独自�

勘定系アプリケーション�

福島銀行�

3行目用�

勘定系アプリケーション�

勘定系アプリケーション�

4行目用� 勘定系アプリケーション�

…�

■アプリケーションは共通
部分と各行独自部分から
なる。�
　共通プログラムの使用に
より開発・保守コストを
削減する一方で独自性の
発揮が可能。�
■ハードウェア環境は共有
するものの、各行独立した
運用となるため、運用の柔
軟性は確保。�

図1 基幹系システム基盤の特徴－APの独自性確保／運用の柔軟性確保

切った最大の理由ではあるが、それに加えて両行の
基幹系システムを長年にわたり支え続けてくれた日
本ユニシスの技術集団としての能力と信頼性を高く
評価し、日本ユニシスをアウトソーサーに選定、ア

力の活用、経営資源の柔軟な調達、システム･コス
トの削減が図れるものと考え、今回のアウトソーシ
ングを決断した｣(殖産銀行 鈴木取締役)とも強調し
ている。

今回のアウトソーシングの準備に当たっては、日
本ユニシスを中心に、TBS、殖産銀行、福島銀行の
4社によって検討が開始された。
｢それぞれが独立した経営母体でありながら、短
期間に結論を出すことができたのは、共同運営で
培った協調精神の賜物である。つまり、以前から
TBSにアウトソーシングする共同運営の形態を取っ
てきたので、基本的な枠組をリファインする形で進
められたことがスムーズで短期間の移管を可能した
一番の要因だと思っている｣(福島銀行 伊藤取締役)
としている。
決定から移管完了までのポイントとしては、｢ア
ウトソーシングに伴うシステム･コストの低減見通
しが経営としての最大のポイントとなった。その点
は、長期的に見て30％削減が可能になるとの見通し
が立った。また、TBS経営に関する将来展望などの
検討も必要であったが、日本ユニシスから提示され
たアウトソーシングの方向性に大筋誤りがないとの
判断から、それらの課題はアウトソーシング実施後
の検討課題として割り切ることにした｣(殖産銀行
鈴木取締役)という。
移管に当たっては、共同化システムがそのままア
ウトソーシング･システムとなったこともあって、
日本ユニシスとは、アウトソーシング契約内容の確
認や共同化の運営体制の引継ぎに力点が置かれた。

ウトソーシングを決断させた
大きな理由ともなっている｣
と語っている。
そして、｢日本ユニシスか
ら提案されたアウトソーシン
グ構想は、組織や業務プロセ
スのスリム化、優れた専門能

2001年10月1日第486号

アウトソーシング導入の目的

アウトソーシング選択の背景と経緯

殖産銀行／福島銀行における
｢基幹系システム｣のアウトソーシング活用例

アウトソーシング実施までの準備活動

日本ユニシスをアウトソーサーに選んだ理由

鈴木庶元氏

伊藤正八氏

特集.本格化するアウトソーシング
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殖産銀行本店

現在のアウトソーシングの業務範囲は、勘定系、
対外系、そして一部情報系を含むメインフレームで
運用する業務全体であるが、両行ともに今回の日本

｢今後は国際系、情報系のほかに、グループウェ
ア･システムや営業支援系のデータベース･システ
ム、電子帳票システムなどの分散OA系システムに
ついてもサーバの統合が必要となっており、運用負
荷の軽減、TCOの削減、障害対応の一元化の観点か
ら、これらのアウトソーシングも今後の検討課題だ
と考えている｣(福島銀行 総合企画部 システム企画
課長櫻井文雄氏)としている。

両行がソリューション･パッケージ“TRITON”
をベースに開発した共同化システムは、｢そもそも
共同運営(共同による開発･保守･運用)が可能なシス
テム、保守がしやすいシステム、ストップしないシ
ステムを目指して開発したので、“共同運営･加盟が
容易なシステムであることが特徴”である｣(福島銀
行 伊藤取締役)。同時に、｢同一ホスト･システムの
中で、各銀行別の独立運用、勘定系･情報系など業

今回のアウトソーシングでは、殖産銀行と福
島銀行の両行がそれぞれ個別に日本ユニシスと
10年間の業務委託契約を結び、東北バンキング
システムズ(TBS)は、協力会社として日本ユニ
シスのアウトソーシング事業に参加した。
日本ユニシスは、当面3年間、山形市のセン
ターでアウトソーシング･サービスを提供する
が、2004年からは首都圏でサービスを提供する
ことを計画している。
日本ユニシスのアウトソーシング･センター
では、両行が使用し、地方銀行でも多くの稼働
実績を持つオンライン･バンキング･システム
｢TRITON｣を採用し、2004年からは首都圏地区
において、
＊24時間365日稼働機能

殖産銀行と福島銀行
アウトソーシングの概要

ユニシスへのアウトソーシン
グによって、｢運営形態がよ
り厳密で、しかもスッキリし
た形となり、移管完了後、な
んら問題が発生しておらず、
高い評価をしている｣と語っ
ている。

務別の独立運用も
可能なことなど、
柔軟な共同運営が
できるのが最大の
特徴といえる｣(殖
産銀行 鈴木取締
役)という。すな
わち、アウトソー
シングによりハー
ドウェア環境は共
有するものの、ア
プリケーションは
共通部分と各行独
自部分からなり、
独自性が発揮でき 福島銀行本店

る。また、各行独立した運用となるため運用の柔軟
性も確保できる。 (図1)

このように｢他行でも非常に加盟しやすい先進的
なアウトソーシング･システムとなっているので、
是非ともこのアウトソーシング･センターに加盟い
ただき、共に厳しい金融環境を乗り切っていこうで
はないか｣と両行とも強く呼びかけている。
同システムは、いずれかの銀行のアプリケーショ
ンに障害が発生した場合でも、アプリケーションは
それぞれ独立しているため、影響を受けることなく
継続稼働が可能。また、ホスト機に障害が起きた場
合も待機系ホストに速やかに自動的に切り替わるた
め、使用者は障害と認識しないで済むなどの高い安
全性を保持している。 (図2)

その他にTRITONの持つ先進的な機能を活かし
た、
＊集計レス、伝票レスによる営業店事務の省力化
＊センターカット処理機能の拡大(先日付機能によ

＊コミュニケーション･ハブ機能
＊災害対策バックアップ機能
などを付加し、システム基盤の機能強化を図っ
ていく計画。
両行は、このアウトソーシングの活用で、運
用･開発コストを今後10年間で約30％削減する
ことが可能としている。この経費節減で生まれ
る資金を業務の集中化など戦略的分野に投資で
きるとともに、要員を営業強化などに振り向け
られる効果もある。
◆全国規模のアウトソーシングセンターに拡大

日本ユニシスは、全国の第二地方銀行に参加
を呼びかけ、全国規模のアウトソーシングセン
ターへの拡大を目指すが、そのアウトソーシン
グ･サービスとして次のような機能提供を予定
している。
①今後のバンキング･システムに不可欠とされ
る先進機能を継続的に提供

る処理の平準化、入金待ち･融資実行･資金決済な
どの機能拡大による営業店の負荷軽減)
＊システムの構造化･部品化･テーブルウェア化の徹
底(金利自由化･商品自由化への迅速な対応、開
発･保守作業の透明性の確保)
などを実現しているのも特徴である。

本年1月からアウトソーシングの利用を開始した
ので、その効果はこれから発生すると考えられてい
るが、両行とも｢当初の狙いどおりにコストは確実
に削減されつつある｣としており、特に｢開発案件の
取り上げから決定までのルールが厳密化されたこと
で、より計画的な開発が可能となり、システム企画
力の増強が図れるようになった。また、固定化され
ていたシステム要員の出向解除を含む要員のロー
テーションも可能になった｣としている。
中でも激動する金融環境の変化ならびに、情報化
の急進展に対応するためには、｢システム企画力と
専門的な技術力が不可欠となってくるが、アウト
ソーシングはこれらを可能とするものと期待してい
る。また、計画中の首都圏センターへの移転時には、
24時間365日運用やバックアップセンターの実現の
ほか、融資システムの構築、ネットワークハブ構築
ツール(Enconne)によるシステム基盤の整備と機能
向上に期待している｣(福島銀行伊藤取締役)という。
そして、両行ともに｢単なるハードウェアやソウ
トウェアの提供ではなく、顧客の進むべき方向に合
わせたコンサンサルティングを含む、日本ユニシス
の優れた技術力ならびにトータル･ソリューション
力が一層発揮されるものと期待している｣と強調し
ている。

②共同化によるコスト･メリットと参加行の独
自性確保を両立
③24時間365日稼働サービスが可能な環境の提供
・基盤ソフトウェア
・アプリケーション
・ハードウェア
・センター設備
など
④バックアップセンター対応によるコンテン
ジェンシー対応
⑤無停止連続運転による高度な安全性確保
⑥新たなデリバリ･チャネルへの対応を容易に
するシステム基盤の装備
⑦各種要望に応じた業務範囲の拡大
・インターネット･バンキング
・証券系
・国際系
など

ユニシス・ニュース
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アウトソーシングの内容と今後の対応

他行も加盟しやすいアウトソーシング･システム

櫻井文雄氏

■株式会社殖産銀行
http://www.shokusan.co.jp/

◆｢お客様ご満足度No.1銀行｣をビジョンとする新中期
経営計画(ミレニアム維新21)を今春スタートさせた。
この計画の基本的な考えは、地域の企業、ならびに
個人のお客様の金融ニーズに対し、適時･的確に、か
つ幅広く応えることにより、地域の皆様から信頼さ
れ、地域にとって不可欠な銀行になることにある。

◆所在地＝山形市桜町7-35
◆代表者＝長谷川憲冶頭取
◆預金量＝6,093億円
◆店舗数＝69店
◆従業員数＝891人

■株式会社福島銀行
http://www.fukushimabank.co.jp/

◆大変革期を乗り切るため、99年3月、｢原点回帰｣を基
本とする新中期経営計画を策定し、安定した経営基
盤の構築に取り組んできた。本年からは第2次中期経
営計画｢新世紀プラン21｣の取り組みを開始し、｢選択
と集中｣を基本とする戦略遂行のもと、収益体質に向
けての経営構造の改革に取り組んでいる。

◆所在地＝福島市万世町2-5
◆代表者＝松本　紀社長
◆預金量＝6,699億円
◆店舗数＝67店3出張所
◆従業員数＝1,012人

アウトソーシングによる効果と期待
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御調町では、昨年5月にホームペー
ジを開設し、インターネット利用によ
る職員の事務の効率化、住民への情報
提供、自宅からの施設予約、申請など
を行える環境を整備してきた。
さらに、これを基盤として、地域の
教育、行政、福祉、防災などの高度化
を図るため、高速LANの敷設をはじめ
とするインターネット環境を整備し、
庁内各施設から庁内Web情報、イン
ターネット情報を双方向で利用できる
“御調町イントラネット”構想に取り
組んできた。
その狙いについて、御調町総務課

課長 井上　寛氏は次のように語って

●高い生産性と、カスタマイズ自由

度の確保

ビルディングブロック･ソリュー
ション｢Bizaction(ビズアクション)｣
は、企業のEビジネス･アプリケー
ション開発を支援するソリューショ
ンである。
開発に当たって、必要なビルディ
ングブロック(テンプレートなどア
プリケーション作成に必要な複数の
要素)を組み合わせることにより、

いる。
｢21世紀に向

けて、インター
ネットを通じ、
生活分野、産業
分野、行政分野
に至るまで情報 井上　寛氏

化が進み、マルチメディア活用型に変
化する。地域イントラネットの実現に
よって、生活者の生活向上、地域の自
立化／活性化、地域の安全などを実現
し、双方向通信による情報創造･発信、
また生活者の利便性向上など、行政
サービスの充実が図れる｣。

イントラネット基盤は、庁舎と病院、

B to B、B to C、企業内などで使用
できるWebアプリケーションを作成
できる。また、ウィザード形式で質
問に答えていくだけでWebアプリ
ケーションを生成でき、難しいプロ
グラミングなどが必要ない。
Bizactionを利用することにより、
＊作成時間の大幅短縮による高い生
産性の実現
＊テンプレートの組み合わせによる
一定水準以上の品質の確保

Eビジネスのスピーディな実現を支援する
Unisys e-@ctionビルディングブロック･ソリューション『Bizaction』

テンプレートをベースにアプリケーションを生成

保健福祉セン
ター、小学校、
公民館とを光
ケーブルで、ま
た中学校、記念
館、療養施設と
は町内無線LAN
で接続し、庁内
も高速LANに切
り替えた。
また、学校に
設置のパソコン
とはISDN回線
で接続されてお
り、授業や財務

御調町イントラネット概要図

会計など業務に使う一方住民にも開放
され、そこからホームページへのアク
セス、施設予約などを行える。
イントラネットの構築により、各種
情報提供はもとより、施設予約、交付
申請書配布、催事案内予約などをイン
ターネットを利用して行えるようにな
る。例えば、これまで役場の本庁の住
民課でしか発行していなかった住民票
や印鑑証明が、保健福祉センターで発
行できるようになる。
地域イントラネットの構築によっ

て、行政サービスは次のように一層向
上するものと期待されている。
＊行政側は、24時間体制で住民生活に
必要な最新情報の提供が可能となる。
＊住民にとっては、町役場に出向かな
くても、最寄りの施設に出向くこと
で、各種申請や公民館などの施設、
イベントの予約ができ利便性が向上
する。
高齢者や共働き家庭などの住民に

は、特に喜ばれるサービスといえる。

御調町イントラネット構築には、
Bizactionを中核ツールに広島ソフト･
エンジニアリングが開発した行政情報
システム｢S-mileWeb Board｣が全面的
に採用された。
このソリューションの適用によって
次のような点を実現している。

＊カスタマイズ自由度の確保
＊標準的なテクノロジの採用による
異なる環境での非互換の解消
などが可能となる。
●多彩なテンプレート群とオプショ

ンを用意

Bizactionでは、アプリケーション
構築にかかる問題点を解決するため
に、次のようなさまざまなテンプ
レートと多彩なオプションを組み合
わせることで、ニーズに合ったアプ
リケーションを構築することが可能
である。
◆テンプレート

検索、データ入力、マスタ管理な

＊各サイトの保守運用(ページの情報
保守、双方向のDBデータの抽出、
登録など)は各原課で行える。また、
更新頻度の高いコンテンツをデータ
ベース化し、ホームページ制作の技
術がなくても容易に掲載(日付単位)
できる仕組みとなっている。
＊掲載期日を経過した場合、職員の介在
なく自動的に掲載されないようになっ
ており、職員の負荷を軽減している。
＊映像コンテンツ(動的、静的)はデー
タベース化されているため、各担当
主管で容易に入れ替えられる。
＊ホームページ、DBの保管について
は、日々自動的に複製･保管される。
＊サイトへの来場者は、コンテンツ単
位のアクセス分析ができ、より良い
サイトとして継続できる。
こうした利点から、Bizactionを核と
する行政情報システム｢S-mileWeb
Board｣は、佐伯町(岡山県)、川西町
(山形県)、二本松市(福島県)などで適
用され、近々1市2町への稼働を予定。
井上氏は、｢Bizactionの適用によって、
Webシステムの立ち上げが容易で管理し
やすい。双方向性、メンテンアンス性
にも優れ、担当者の使いやすさ、運用
のしやすさなど、少ない担当者で新鮮
なコンテンツ提供が可能である。町の
イベントの動画をインターネットで流
す基盤もできたため、町のさらなる活
性化に活かしたい｣と語っている。

どの基本テンプレート･グループを
はじめ、情報共有(メール、掲示板
など)、文書管理、営業支援、
WebEDI、ポータル、ナレッジ、
ワークフローなどが用意されてい
る。
◆サービス･オプション

上記のテンプレートに、権限管理、
Web監査、デリバリ(コンテンツ登
録など)、データ連携(サーバ連携な
ど)、ワークフローなどを組み合わ
せることで、よりユーザのニーズに
合ったアプリケーション作成が可能
になる。

(次頁につづく)
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広島県御調町
みつぎちょう

尾道市の北に位置する広島県御調町では、職員事務の効率化にとどまらず、

情報提供から施設予約、催事受付、各種申請業務など、住民サービスの向上

を図る地域イントラネットを構築し昨年からサービスを開始している。

◆“人と自然が輝く魅力あるまち”を
キャッチフレーズとする御調町は、
“寝たきりゼロ”を目指した先進的な
福祉政策を展開する町として全国的に
注目されている。また、スポーツを積
極的に奨励し、特に盛んなソフトボー
ル専用球場は1996年の国体会場に、
本年8月に開催のミニ国体会場にも指

■御調町(みつぎちょう)  http://www.town.mitsugi.hiroshima.jp/

定された。
◆本庁所在地＝広島県御調郡御調町大字
市245

◆代表者＝若林茂生町長
◆人口＝8,200人
◆世帯数＝2,530世帯
◆職員数＝130人(2001年4月)

地域イントラネットを構築
電子政府を視野に行政情報サービスを高度化

Webソリューション
Bizaction活用事例 ―1

地域行政サ―ビスの高度化に活かす

きめ細かい住民サービスに寄与

Bizactionの適用で保守運用も容易に

御調町のポータルサイトは、Webアプリケーション構築ツール
｢Bizaction｣を使用し、ユニシス･グループの広島ソフト･エンジニア
リング(株)が全面的に構築支援を行った。
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昨年末から開始されたBSデジタル
本放送を契機に放送業界を取り巻く環
境は、地上波デジタル放送やCSデジ
タル放送開始など、2011年までにはす
べての放送局がマルチチャネル･デジ
タル放送に切り替わる激変の時代を迎
えている。他方、ブロードバンドの普
及とともにPCを媒体としたエンターテ
イメント･サービスが浸透しつつある。
テレビ新広島は、こうした環境変化
に対応すべく、ネット事業のインフラ
整備の一環として、双方向通信をベー
スとしたWebマーケティングを新たな
事業展開の柱に位置づけ、新ポータル

サイト“TSSタウン”を開設した。

TSSタウン開設の狙いについて、総
合企画局 局次長兼デジタル推進部長
長井十志明氏は、｢これからの時代は、
BSデジタル、
地上波デジタ
ル、CSデジタ
ルの出現でチャ
ネル･カラーが
希薄になってく
る。そうなると、
いかに企業ブランドを高めていくかが
当社の事業戦略の要になる。そこで、
ブランド力を高め、視聴者(顧客)の囲

い込み、きめ細
かいサービスの
提供のために
は、メディアと
ITを連携した
ポータルサイト
の構築が不可欠
と判断した｣と
語っている。
TSSタウン開
設の目的とし
て、①インター
ネットを介して
TSS会員を増や
し、局からも見える視聴者層をつかむ、
②広島でのインフォメーション･エン
ターテイメント発信企業として、ナン
バーワンの地位を確立する、③双方向
のメディア･サービス企業を目指す、
点に置いている。
そこで、①動的にコンテンツを作成
する、②情報が双方向でやりとりでき
る、③視聴者の意識を把握するために、
マーケティング･リサーチ(アンケー
ト)や会員制を導入する、④チケット、
グッズなどをネットで予約する仕組み
を取り入れたオリジナル･サイトを構
築したものである。

同局では、TSSタウンをWebマーケ
ティングの基盤に位置づけ、上図に示
すような多彩な機能を実現している。
＊情報発信

番組案内、コンサートやトーク
ショーなどのイベント情報、天気コー
ナーなどオリジナル情報を発信する。
＊会員管理

会員登録(無料)により、同局主催の
イベントへの参加、スタジオ見学、プ
レゼントなどの特典が得られる。会員
数は従来の電話による応募に比して4
月開設以後3倍に増え、現在約3,000人、
当面2万人の登録を目指している。
これまで、試写会や番組提供のプレ
ゼントへの応募者、チケット申込者な
ど、各部署に散在していたリストを統
一してデータベース化することで、
マーケティングに活用できる仕組みを
作り上げている。
＊マーケティング･リサーチ

会員登録により、視聴者の属性情報
を取得し、さらに意識調査を行うこと
により、視聴者の意識傾向を分析し、
テレビ番組づくり、サイトに反映させ
るとともに、広告スポンサーに関する
アンケート調査結果をフィードバック
する。例えば、広島カープ戦などでは
選手の人気投票などを行い、その結果
を番組にリアルタイムに公開している。
＊ネット販売

自営のショッピング･モールの開設
を視野に入れ、まず同局事業部で取り
扱うイベントチケットを、従来の電話

予約だけでなく、ネット上でも販売す
る。また、グッズの販売については、
他では手に入らないプレミアムがつい
た商品を中心に販売する。
＊プレゼント案内･受付

視聴者向けプレゼントの案内と受付
を行い、イベント･チケット、オリジ
ナル･グッズの販売、番組への招待な
どを通じてサイトの来場者数の増加を
目指す。
＊広告の場の提供

同局の広告や他企業の広告をバナー
などで実現する。
＊アナウンサー行動日記

｢今日はカープの練習を見に行って
きました！選手のみんな気合いがは
いっていましたよ～！…｣といったア
ナウンサーの行動日記を掲載している。
このほか、迷子ペットや落とし物の
掲示板、中継取材情報、英会話教室な
ど、多彩な情報を提供している。
今後は、iモード対応を図る一方、

放送局としての強みである番組(映像)
を軸に文字情報とリンクし、その情報
をリアルタイムに携帯電話へ送信し、
視聴者の参加を促すサービスモデル
｢携帯端末向けリアルタイム配信シス
テム｣の構築も検討中で、その実証実
験を行う予定である。

TSSタウンの構築に当たっては、
Bizactionの汎用データ入力･テンプ
レート、情報提供テンプレート、
Bizaction部品活用機能を核に、同局グ
ループ会社の(株)ティ･エス･エス･ソ
フトウェアと広島ソフト･エンジニア
リング(株)でテレビ局向けに共同開発
したテンプレート(視聴者会員サービ
ス対応ホームページ簡易作成ソフト)
｢TSS Web Board｣を全面的に採用した。
長井氏は｢Bizactionのテンプレート、
各機能部品を使うことにより、開発工
数の削減が可能になり、コンテンツの
変更が容易であり、運用コスト軽減に
つながった｣と語っている。
なお、同局では、｢TSS Web Board｣を
全国のテレビ局へ紹介、販売する。

ユニシス・ニュース
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テレビ新広島

tssテレビ新広島は、動的情報の提供、イベント案内やチケット予約、マー
ケティング･リサーチなどのWebマーケティングを指向したポータルサイト

“TSSタウン”を構築し、本年4月からオープンした。

◆フジテレビ(FNS)系列の中核を担う広
島地区民放局で昨年創立25周年を迎
えた。“明日ももっと ぶちドキドキの
TSS”をキャッチフレーズに女性層･
若年層を確実につかみ、地域に密着し
た番組作りや、文化発信で地域活性化
を図るための各種イベント企画など積

■株式会社テレビ新広島 http://www.tss-tv.co.jp/

極的な事業を展開している。
◆所在地＝広島市南区出汐2-3-19
◆代表者＝有澤弌保社長
◆開局＝1975年10月1日
◆従業員数＝135人
◆エリア内世帯数＝約138万世帯(視聴
者約380万人)

ポータルサイト“TSSタウン”を開設
Webマーケティング戦略を展開

◆サービスマネージャ

Bizactionのベース部分で、多数の
テンプレー
ト群を管理
する｢テン
プレートマ
ネージャ｣
が用意され
ている。
◆プラット

フォーム

Bizaction
は、ユニシ
ス･テクノ
ロジとマイ

Eビジネスを構築するための統合的フレームワーク。�
Webアプリケーションのスピーディな構築から、バックエンド･システムとの連携まで�
広範にEビジネス構築を支援。�

ポ
ー
タ
ル�

Webアプリケーション�

WebEDI

営業支援�

情報共有�

情報収集�

ワークフロー�

文書管理�

ナレッジ�

ファイル交換�

基本�

権限管理�

基幹システム�

Web監査�

Webプリント�

ワークフロー�

ナレッジ�

データウェアハウス�
DWHソリューション�

Unisys e-@ction Enterprise Server ES7000

企業内�
(in Business)

対　企業�
(B to B)

対　顧客�
(B to C)

連携サービス�

Bizactionの概要図

クロソフト･テクノロジがプラット
フォームとして提供される。

放送デジタル化対策の一環として
ネット事業のインフラを整備 双方向のメディア･サービス企業を

目指す

長井十志明氏

Webマーケティングを実践

Bizactionの採用で多彩な機能を実現

TSSタウン�

動画�

TSS�
関連サイト�

TSS�
コンビニ�

TSS�
Show Time

TSS�
Whats News

波田チャン�
天気予報�

アナウンサー�
行動日記�

インターネット教室�
・英会話教室�

入会キャンペーン�
・TSSクラブ会員�

何でも相談室�
・HPコンサルタント�

TSS情報発信�
番組案内�

イベント情報�

・迷子ペット捜査隊�
・落し物捜査隊�

掲示板�

メールマガジン�

チケット販売�
(TSS)

アンケート�
・月間MIP�
・人気投票�

・映画試写会�
・いい宿プレゼント�
・シネツイン観賞券�

プレゼント�

TSS�
バナー広告�

中継取材�
情報�

県内�
物産ショッピング�

動画コンテンツ�

オンサイトバナー�
広告募集�

TSSタウン機能図

テレビ新広島のポータルサイトは、Webアプリケーション構築
ツール｢Bizaction｣を使用し、ユニシス･グループの広島ソフト･エン
ジニアリングが全面的に構築支援を行った。

Webソリューション
Bizaction活用事例 ―2
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日本ユニシスは、(株)日立製作所開
発のリレーショナル･データベース管
理システム｢HiRDB(ハイアールデー
ビー)｣の最新バージョン(Version6)の
販売を開始した。
販売商品は、高トランザクション処
理に優れた｢HiRDBシングルサーバ｣と
スケーラビリティに優れた｢HiRDBパ
ラレルサーバ｣のサーバ製品のほか、
各種クライアント･ソフトウェアで、
対象OSはSolaris版とWindows版。
HiRDB Version6の特徴は、以下の点
にある。
①コスト･メリット

市場のデータベース製品と比較して
納得できる低価格のため、初期導入コ
ストを抑えるとともにシステム･ビジ
ネスのプロフィットを拡大できる。

◆インナレプリカにより、オン

ライン･メンテナンスなどに

対応

任意の時点でデータベースの
レプリカを複数作成でき、別業
務の多重実行が可能である。ま
た、ストレージ･サブシステム
｢SANARENA｣との連携により、
インナレプリカ(リモートコ
ピーやその他のソフトウェアミ
ラー化で作成された同一の表定
義のデータベース)を高速に作
成できる。これにより、オンラ
イン中でのメンテナンスなどを実行で
きる。 (図1)

◆オンラインでの動的データ再配置を

実現

業務を続行しながらデータエリアの
逐次追加に伴うディスク全体へのI/O
バランシングを保つことができる。特
に、Eビジネスのような急激なデータ
量増加に伴うデータエリア拡張といっ
たメンテナンス作業が業務を停止せず
に行えるため、ビジネス機会損失の低
減に繋げられる。
◆システムログ管理の自動化

満杯となったシステムログをHiRDB
が自動的にアンロードし、使用可能ロ
グファイルにスワップする。

◆Shared Nothing方式による高度なス

ケーラビリティ

HiRDBパラレルサーバは、スケーラ
ビリティに優れるShared Nothing方式
を並列処理アーキテクチャとして採用

JP1などによるシステム監視や監視
用シェル組み込み無しで、システムロ
グの再利用を容易に自動化できる。ま
たシステムログの運用を自動化でき
ユーザ負担を軽減する。
◆リモートサイトへデータベースを複

製する

SANARENAとHiRDBとを組み合わ
せることで、ミッション･クリティカ
ルな業務に耐える高い信頼性を確保で
きる。遠隔地のリモートサイトでバッ
クアップ情報を取るSANARENAのリ
カバリ機能(ディザスタリカバリ)によ
り、メインサイトでの災害発生にもリ
モートサイトを使用することで迅速に
業務を続行できる。

している。これにより、データベース
を構成するサーバ台数(プロセッサ数)
に応じた処理性能を実現する。
また、業務量･データ量に応じて

サーバ台数を増設することでデータ

ベース･エンジンをパワーアップでき、
段階的にシステムを拡張できる。 (図2)
◆ 並列更新､並列ローディングにより大

量データのバッチ処理時間を短縮

HiRDBパラレルサーバは、複数に分

割した表に対し検索や更新などを
並列に処理することで高性能を発
揮する。
また、並列ローディング

(HiRDBシングル･サーバも可能)
はShared Disc方式のRDBMSより
短時間で完了するため、データ
ウェアハウスなどの大規模システ
ムの運用を容易にする。
◆きめ細かいバッファ制御

図1 ｢SANARENA｣を使用したデータベース再編成例

図2 Shared Nothing方式によるスケーラビリティの確保

HiRDBは、Webアプリケーションと
の高い親和性を実現し、データベース･
システムの信頼性をさらに高めている。
◆ XMLとデータベースのマッピングを

実現

XML形式のデータを、HiRDBの
データベースとマッピングさせること
ができる。新製品HiRDB Adapter for
XMLを使用すると、例えばデータ
ベースの内容をXML 形式で出力した
り、XML文書の内容をデータベース
に格納することができる。
◆Java埋め込みSQLの直接記述が可能

Javaのプログラム中にSQLを直接記
述できるため、コード量が少なく簡潔
に記述できるようになり、また、開
発･保守も容易になる。(2002年5月提
供予定)
◆ Javaストアドプロシジャの開発も

容易

ストアドプロシジャを使用し、複雑
かつ高度なビジネス･ロジックをサー
バ側で実行することで、通信回数を減
らして処理速度を向上させることがで
きる。また、JBuilder連携で効率的な
開発環境を提供する。

HiRDBは、大量データのアドホック
な結合検索の高速化に加え、散在した
情報の共有とタイムリーな活用をサ
ポートする。
◆スタースキーマ構造の結合検索を高

速化

スタースキーマ構造の結合処理を高
速に実行できるとともに、大量データ
の並列処理が可能なため、スケーラビ
リティがさらに向上する。また、イン
デクス容量を削減でき、データベース

のメンテナンス負荷を軽減できる。
◆Oracle8iとのシームレスなデータ

連携

Oracle8iを含む異機種のDBMSで構
築された部門システムの情報を、
HiRDB DataextractorまたはHiRDB
Datareplicator によりプログラムを作成
することなくHiRDBに統合して、全社
規模のデータ把握を行い、地域による
業績差異を比較するなど、より多角的
な目的のために利用できる。

HiRDBは、チューニング支援から運
用管理までの処理を効率化し、使い勝
手の良いデータベースが構築できる。
このために、①SQLチューニング支援
ツール、②会話型のSQL 実行ツール、
③効率運用を支援するツールなどを用
意している。

◇
前バージョンでは日立製作所との金
融協業による｢印鑑照合システム｣で実
績があり、さらに新バージョンでは、
SANARENAとの連携によるデータ
ベース静止化とインナレプリカによる

ノンストップ運用など、トータル･ソ
リューションを提供する。
今後、日本ユニシスは、信頼性を求
められるコストを抑えたシステムや長
期間サポートが必要なシステムに適用
していく方針である。
各種ソフトウェアをセットした

Enterprise Edition相当のHiRDBの販売
価格は、Solaris版が181万4千円から、
またWindows版が96万円から(HiRDB
シングルサーバ基本セット8同時接続)。

http://www.unisys.co.jp/HIRDB/
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ノンストップ･サービスの実現

開発／運用支援

ミッション･クリティカルに対応

Eビジネス･アプリケーション基盤を提供

データウェアハウス対応

Eビジネスを成功に導く
先進のスケーラブル･データベース｢HiRDB Version6｣

日本ユニシス株式会社
プラットフォーム商品企画部ソフトウェア企画室

IT最前線
オブジェクト指向技術(8)

Eビジネス時代の高信頼プラットフォームを提供

UN

②信頼性と運用性

iDCやASPビジネスなどに必要な24
時間365日のノンストップ運用機能を
強化し、また、不特定多数の不定期な
アクセスに耐えうるスケーラビリティ
と性能を確保している。
③サポート力

HiRDB開発者と直結した迅速かつ的
確なミッション･クリティカル･システ
ム向けの長期間サポート･サービスを
提供し、また上位互換性を堅持し、
バージョン･アップ時もアプリケー
ションやデータベースの変更コストが
不要である。
④Web対応力

XMLやJavaなどの技術を活用するシ
ステムを容易に構築できる。
主な機能を以下に紹介する。

アクセス頻度の高いインデクス･
データなどを専用バッファに割り当て
ることができるため、バッファ間の干
渉がなくなりヒット率が向上し、安定
したレスポンスを確保できる。
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Eラーニングには多様な学習方法、
アプローチがある。複数の学習者と指
導者がコミュニケーション･協調作業
を通して学習する協調学習、ネット
ワークを利用して、いつでもどこから
でも学習できる遠隔教育、シミュレー
タなどを利用して疑似体験する体験学
習などである。
また、学習を支援

するシステムの形態
は、独自のシステム
構築、ASP(アプリ
ケーション･サービ
ス･プロバイダ)の利
用など多様化してい
る。
そこで、各種の学

習形態に応える仕組
み と 、 K M S
( K n o w l e d g e
Management System)
や人事／教務システ
ムとの連携、新しい
ラーニング･モデルの
実現など、Eラーニ
ングによる人材育成
のさまざまなアプ
ローチを支援するた
め、日本ユニシスは
総合Eラーニング･コ
ンセプトとして体系
化した。 (図1)

今回、この体系の
中から、従来よりイ

ントラネット型の遠隔教育型の教育
サービスとして提供してきた
｢VirtualCampus｣、スタンドアロン型
｢VirtualCampusパーソナル｣に、それぞ
れASPサービスを追加し、“dot -
Learning”として遠隔教育サービスの
強化を図った。 (図2)

システム構築� ASPサービス� システム販売� 教育サービス�

コンサルティング･サービス�

マイコンテンツ･サービス�

サポート･サービス�
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各種学習形態�
(協調学習など)

人事／教務�
連携�

汎用学習基盤�
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● 学習･テスト�
● 学習管理�
● 学習者登録�
● Q&A�
● 状況レポート�
● システム運用�

● 学習･テスト�
● 学習管理�

集合教育との�
ブレンディング�

�
教育コース�

�
�

人材育成�
�
�
ID

…�

…�

…�

今回のサービス拡大範囲� 従来のサービス範囲�

B to B(B to B to E)

ASPサービス� システム販売�

dot-Learning ASPサービス� dot-Learning UVC

dot-Learning�
VCP

● 学習･テスト�
● 学習管理�
● 学習者一括登録�
● Q&Aサービス�
● 学習状況レポート�
● システム運用�

● 学習･テスト�
● 学習管理�

● 学習･テスト�

ラーニング･サポート･サービス�

コンサルティング･サービス�

マイコンテンツ･サービス�

サポート･サービス�

図1 日本ユニシスのEラーニング体系

図2 dot-Learningのサービス範囲

日本ユニシスは、Eラーニングにおける多様な顧客ニーズに応える仕組みを体

系化するとともに、この9月より遠隔教育分野において、インターネットを活用

した教育ソリューション･サービス｢dot-Learning｣をASPサービス｢asaban.com｣で

提供を開始した。本連載記事では、その概要について紹介する。

日本ユニシスが提供しているASP
サービス｢asaban.com｣は、利用企業か
ら見てイニシャル･コストが少なく、
規模拡大に柔軟に対応できるほか、運
用負荷やシステムの陳腐化のリスクも
少なく、企業のシステム管理者の負荷
をかけずに効果を得られるという利点
から、その利用が高まってきている。
一方、日本ユニシスは従来からシス
テム販売している学習コンテンツ
VirtualCampus、VirtualCampusパーソ

ナルで150社余りの企業の採用実績が
ある。
これらASPおよびVirtualCampusの実
績と技術を生かした新しい教育サービ
ス｢dot-Learning ASP｣を2001年9月より
開始した。このサービスにより、短期
間でEラーニングを開始することがで
き、環境変化の激しい現在において、
早期の人材開発が求められる時代の
ニーズへの対応が可能となる。

次にdot-Learning ASPサービスで提
供するEラーニングの機能やコンテン

ツを紹介する。
◆dot-Learning ASPサービスの基本機能

＊学習･テスト機能の提
供：マルチメディア教材
による学習機能･確認テ
スト機能
＊Q&Aサービス：9:00～
17:00までの電子メール
によるオペレーション、
学習内容などに関する
Q&Aサービス
＊Q&A集利用：FAQ(よく
ある質問一覧)を分かり
やすく提供
＊学習管理機能：企業の学
習管理者が、個々の学習
者の学習開始･終了、進
捗状況や理解度(テスト
結果)を簡単に把握する
ための各種管理機能
＊学習者の初期一括登録／
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ネットワーク�
基礎技術�

開発�
方法論�

情報処理�
基礎�

コンピュータ�
言語教材�

IT関連教材�

情報処理教材�

Windows98入門�
Windows2000入門�

Excel2000入門／応用�
Word2000入門�
PowerPoint2000入門�
Access2000入門�

WindowsNTワークステーション4.0基礎�
WindowsNTサーバ4.0システム管理�
WindowsNTサーバ4.0ネットワーク�

ファンクション･モデリング�
データモデリング�
論理データベース設計�

インターネット入門(IE5.0編)�
Webサーバ基礎�
Java/JavaScriptによるWeb作成�

企業イントラネットの計画と設計�
ファイアウォールの構築�

クライアント／サーバ技術動向�
クライアント／サーバ上級�

C++プログラミング  基礎編／上級編�
C言語基礎／応用�

基本情報処理試験対策�

VB6.0基礎／応用�

図3 dot-Learningの主なコンテンツ一覧

削除：企業の学習管理者が作成し
た、学習者･教材割り当てExcelファ
イル･データを受けて、一括登録･削
除できるサービス
＊基本学習者支援(自動メンタリン
グ)：学習者の進捗状況を把握し、
定期的に励ましメッセージや進行状
況のメッセージを発信
◆多様なコンテンツの提供

dot-Learning ASPサービスで提供す

る学習コンテンツは、日本ユニシスが
これまでのコンピュータ利用による企
業研修で蓄積してきたノウハウに基づ
き作成され、音声･画像などマルチメ
ディア環境で学習できるため、高い学
習効果を得られる。また、コンテンツ
の種類には、PCリテラシ教材、IT関
連教材、情報処理関連教材など約60種
が提供される。 (図3)

dot-Learningでは、学習者のより一
層の利便性の向上、変革する企業ニー
ズへ対応するために、ラーニング･サ
ポート･サービスの充実やコンテンツ
の品揃え拡大を計画している。
◆ dot-Learningコンサルティング･

サービス

教育コースの企画･立案といった企
業人材育成のキャリアパスの設定、E
ラーニングを主体とした集合教育とブ
レンディングした効果的学習形態の選
択･提供といった総合コンサルティン
グ･サービスを提供。
◆ dot-Learningマイコンテンツ･サー

ビス

dot-Learning環境でオリジナル教材
を作成するためのオーサリング･ツー
ル、学習目標･内容の設計、教材作成

今後、日本ユニシスのEラーニング
体系では、dot-Learningの各種サービ
スを含め、教材提供のためのアライア
ンス･ビジネスを指向し、ユーザの要
望に応えるサービス、コンテンツの品
揃え拡大を順次図っていく。
さらに、激しい変革の時代のユーザ

から運用･評価に至るまでトータルサ
ポートするインストラクショナル･デ
ザインツール“UNIKIDS”による企
画開発支援を含め、教材開発をユニシ
スが行う受託サービスを提供。作成し
たオリジナル教材を、ASP利用や社内
イントラネット環境などユーザニーズ
に合わせた適用を行うマイコンテン
ツ･サービスを提供。
◆dot-Learningサポート･サービス

自社内イントラネット学習、CD-
ROM学習者に対してのQ&Aサービス
の提供や、ASP利用者を含め、カウン
セリングや学習意欲の維持･向上、学
習者タイプ別に対応したアドバイスや
弱点などの分析を行うメンタリング･
サービスなど学習者や学習管理者への
支援サービスを提供。

ニーズに合わせ、IT業界の中では最長
を誇る30年にわたる教育サービスの歴
史をベースにEラーニングのベスト･
プラクティスを提供していく。

＊asaban.comウェブサイト
http://www.asaban.com/
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日本ユニシス－Eラーニングを体系化

多彩なラーニング･サポートサービスを計画

dot-Learning ASPサービスを開始

dot-Learning ASPサービスの概要

Eラーニング体系の今後

Eラーニングの新しいサービス｢dot-Learning｣
日本ユニシス株式会社

asaban.com事業部ビジネス開発室担当課長 北野正雄
総合教育部教育サービス推進室担当課長 樋口　修
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日本ユニシスは、(株)日本興業銀行
の金融EDIソリューション｢ec.Settler｣
の開発を担当した。
この｢ec.Settler｣は、企業間ネット取
引を支援する企業間電子資金決済シス
テムであり、マーケットプレイスの決
済用に開発された汎用サービ
スである。
主な機能としては、①マー

ケットプレイスの受発注データ
から売り手側の請求データを作
成、②買い手の請求書受付、支
払指示、③マルチバンキング
対応の送金、④売掛金･買掛
金の自動消込などであり、受
発注に伴う｢請求～支払～決
済｣の業務を、インターネッ
ト上で効率よく完結させるこ
とを実現している。 (図1)

今回のシステム開発に求め
られた要件は、『システムの
短期開発＆本番稼働』、『決済
サービスを担える安全かつ高
信頼性システム構築』、『変化
の激しいEビジネスに対応可
能な柔軟性／拡張性／汎用性

システム開発では、求められるスキ
ルを持つ要員の確保が困難であり、知
識･経験の違いから品質にばらつきが
生じるといった課題もある。また、今
回のように短期間での開発を余儀なく
されるケースも多い。当システムでは、
短期間でプロトタイプ構築を行い、
LUCINAをベースに拡張性を持ったア
プリケーションのフレームワークを新
たにデザインし適用することで、品質
のばらつきを抑え平準化したシステム
構築を実現した。
今回最も工夫した点は、1画面を表

の高いシステム構築』だった。これら
の要件を満たしつつ、約3カ月間とい
う短期間での確実なシステム開発を実
現するために、日本ユニシスの標準開
発技法である｢LUCINA (LUCINA for
Windows Type Ⅰ)｣の手順を適用した。

時
間�

買
い
手�

売
り
手�

MarketPlace

●受発注成約�

受発注データ�

ec.Settler

データ受信�

請求書承認待ち�

受付待ち�

受付承認待ち�

支払指示待ち�

指示承認待ち�

支払確定データ�

消込データ�

入金データ照会� 振込データ伝送�

実送金�
(売り手取引銀行) (買い手取引銀行)

FB機能�

①請求書作成�

③請求書受付�

⑤支払指示�

⑥支払指示承認�

⑦消込結果� ⑦消込結果�

④請求書受付�
　承認�

②請求書作成承認�

図1 企業間電子資金決済システム｢ec.Settler｣

示するのに対して1 ASP(Active Server
Pages)、1 COM(Component Object
Model)で開発したことである。 (図2)

1 ASP、1 COM(2メソッド構成)で開
発することで、構成を単純化して作
成･メンテナンスを容易にすることを
目指した。
具体的には、ASPではクライアント
からの要求により、ビジネスCOMを
呼び出し、画面遷移制御、および画面
表示を行う。ASPが作成した画面から
の要求は同じASP内で処理し、他の画
面を呼び出す場合はASPからのリダイ

A1 A2

A1 A1A2検索画面� 一覧画面�

検索画面表示� 一覧画面表示�

①� ②� ③� ⑤�

④�

検索画面ASP ビジネスCOM 一覧画面ASP ビジネスCOM
①④�
検索画面データ取得�
検索画面プレゼンテー�
ション作成�

②検索画面データ出力�

ビジネス･ロジック�

⑤一覧画面データ出力�

セッション状態更新�

検索画面�
データ取得�

③一覧画面用データ取得�
　一覧画面プレゼンテー�
　ション作成�

検索画面�
データ出力�

一覧画面�
データ取得�

一覧画面�
データ出力�

セッション妥当性�
確認&環境構築�

ビジネス･ロジック�

セッション状態更新�

セッション妥当性�
確認&環境構築�

図2 インタラクション･アプリケーション対応図

レクト機能(画面を作成したASPに制
御を返し次画面作成のASPを呼び出
す)を使用する。画面から入力された
データの項目チェックはクライアン
ト･プロセスで行うが、チェック関数
の呼び出しはASPに埋め込んだ。
ビジネスCOMは、DBへのアクセス
のSQLを組み立てる。画面を表示する
ために必要なデータを取得するメソッ
ド(GetDataメソッド)と表示した画面

に対してユーザが操作した状態を保存
するメソッド(SetDataメソッド)で
COMを作成する。
この方式によって、仕様変更による
影響範囲が局所化され追跡可能性も向
上し、改修に伴うコスト削減に寄与で
き、かつ予定期間内に開発を完了する
ことができた。特にASPとCOMの役
割を明確にすることで、インタフェー
スの変更に費やす時間を削減できた。

ハードウェア構成およびネットワー
ク構成は、実績もあり、安全性、信頼
性においても評価の高いIT基盤の
｢Kiban@asaban｣に基づいている。
その他には、通信の暗号化、第三者

認証機関発行の証明書の利用など、可
能な限りのセキュリティ対策を講じる
ことで、信頼性の高いシステム構築を
実現している。

アプリケーション制御構造は、
LUCINAに準じてプレゼンテーション
層、ビジネス層、データ･アクセス層
の3層構造とし、モジュール全体構成
を決定した。 (図3)

プレゼンテーション層は、サーバ上
のASP(VBScriptとHTML)とクライアン
ト上のJavaScriptに分かれる。
JavaScriptを使用したのは、チェッ
ク･ルーチンの共通化を図るとともに、
クライアント上でチェック処理を実行
することでサーバとの通信回数を減ら
すことを意図したものである。ビジネ
ス層のCOMをビジネスCOM、デー
タ･アクセス層のCOMは共通COMと
し、共にVisualBasicで作成した。
データ･アクセス層やセッション管
理などのシステムの核となる部分は共
通化を図ったが、DBへのアクセスを
共通COMで行った。そうすることで

ADO(ActiveX Data Objects)を隠蔽する
ことが可能となり、ビジネスCOMの
コーディング量が削減できた。当シス
テムは開発規模が比較的小さいため
DBの変更がビジネスCOMへ及ぼす影
響が少ないこと、また短期間での開発
の必要性から、こういった方法を採用
した。
それ以外の方法として、エンティ

ティと要求単位に共通COMおよび
ストアド･プロシージャを作成してDB
の隠蔽を行う方法も考えられた。ビジ
ネスCOMは取得したい項目やその条
件を共通COMに渡し、該当データを
共通COMから取得することにより、
DBに変更が生じた場合でも共通COM
で変更を吸収でき、ビジネスCOMは
影響を受けない。ただし、この案は大
規模や中長期の設計期間の開発で有効
と思われた。

今回のシステム開発の共通COM、
JavaScriptは、同様の基盤構成／アプリ
ケーション構成の他システムで再利用
が可能と考えている。また、本稿では
紹介できなかったが、ログ採取とメッ

セージ管理も再利用が可能であり、
セッション管理、印書、ファイル転送
機能についても他システムにて応用で
きると思われる。 UN

企業間電子資金決済システム｢ec.Settler｣に求められた要件

システムの短期開発＆本番稼働のための工夫

決済サービスを担える安全かつ高信頼性システム構築のために

Eビジネスに対応可能な柔軟性／拡張性／汎用性の高いシステム構築

他システムへの応用、再利用も可能

クライアント(Windows) APサーバ(Windows NT Server) DBサーバ�
(Solaris)Microsoft�

Internet Explorer

JavaScript

Acrobat�
Reader

IIS MTS

ORACLE

プレゼンテーション層� ビジネス･ロジック層� データ･アクセス層�
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 HTML)

BASP21

SVF

ビジネス�
COM(VB)

共通COM�
(VB)

Ａ
Ｄ
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Ｏ
Ｄ
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図3 モジュール全体構成

短期･高品質システム開発に向けて
アプリケーション･フレームワークをデザイン･適用した

｢企業間電子資金決済システム｣開発事例
日本ユニシス株式会社

Eサービスシステム部技術室チーフSE 高橋令子

IT最前線
システム開発技術の動向(15)
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近年、音声をIP網に載せるVoIP技術
の進展に呼応して、企業内ネットワー
クで音声とデータのインフラ統合が急
速に進んでいる。さらに、VoIP技術を
利用したソリューションとして、PBX
機能をサーバで実現し、電話機を直接
IPネットワークに接続するIP電話機の
導入が始まっている。

IP電話機の導入の狙いは、電話用配
線やPBX不要によるコスト面、運用面、
拡張性でオフィス環境を一変させるだ
けではなく、ブラウザ搭載型IP電話機
が企業内のIP網に直結した情報端末と
しても利用可能になり、液晶画面から
企業内情報システムとのコラボレー
ションが図れる点が挙げられる。

ITサービスの専門企業であるユニア
デックスでは、本年4月からシスコシ
ステムズ(株)のIPフォン向けトータル
サービス･ソリューションを発表･販売
開始し、7月には鳥取三洋電機(株)と
シスコシステムズが共同開発したブラ
ウザ搭載型IT電話機対応のWebアプリ
ケーションを発表している。
ユニアデックスでは、IP電話機シス
テムを次のように位置づけている。
＊IPネットワークを使って音声通信を
行うためのVoIP技術を取り入れ、
PBX機能を実現するネットワーク機
器であり、キャンパスから完全に
PBXを排除可能である。
これまでの企業の構内ネットワー
クはコンピュータ･データのための

オフィス内へのIP電話機の導入効果
としては、まず、PBX不要、PBX運用
コスト削減、電話配線不要などにより、

ブラウザ搭載型IP電話機

TCOの削減が挙げられる。
◇PBXが不要
通話に不可欠なPBX機能は、PBX機
能を提供するCallManagerによって代
替され、PBXは不要になる。
◇PBX運用コストを削減
PBXの運用では、人事異動、レイア
ウト変更などに伴い、電話番号変更や
電話配線の変更がつきまとう。また、
PBXの場合は、1台ごとに設定変更を
専門家の手に委ねざるを得ないのが現
状である。

（インラインパワー対応）�

（インラインパワー対応）�

IP電話機�

IP電話機�

（インラインパワー対応）�

IP電話機�

社内IP�
ネットワーク�

PSTN

トール網�

工場／研究所…�

本社�

支社�

音声�
ルーター�

音声�
ルーター�

Call�
Manager

PBX

PBX

スイッチ�

スイッチ�

ルーター�

ルーター�

PBX

スイッチ� ルーター�

FAX

図1 IP電話機システムの構築事例

それに対し、IP電話機は、設定変更
がPCサーバ(Windows 2000 OS)に搭載
したCallManagerによって、遠隔地か
ら、しかもブラウザでできるため、自
社内で対応でき、大幅なコスト削減が
可能になる。
また、固定電話の場合、電話番号は
電話機ではなく、PBXのポートに設定
されているため、人事異動･レイアウ
ト変更などの際には異動先の電話機の
電話番号の設定変更を行う必要があ

IP電話機の導入は、ワークスタイル
の変化も生み出す。例えば、個人用IP
電話機(IP電話機には個人用電話番号
が固定される)とPCを用いることに
よって、個人のワークデスクを固定す
る必要がなくなる。その日の作業に最
適なデスクでIP電話機をLANに接続し
その先にPCを接続すれば、業務が行
える。また、IP電話ソフトウェアをイ
ンストールしたPCと組み合わせるこ
とにより、相手のPC上にメッセージ
を表示させたり、アプリケーション画

面を共有しながら通話ができたり、距
離を越えた業務コラボレーションが可
能になる。
なお、IP電話機システムは、事務所
の移転時、新設時にその事務所だけで
採用したり、トライアル感覚で社内評
価を行い、その結果を踏まえて段階的
に展開したり、先行配線の制約により
電話増設が不可能な環境に導入する
ケースなど、部分採用からスタートす
ることが可能である。

ユニアデックスが提供するIP電話機
システムの大きな特徴は、PBX機能が
Windowsベースで実現されているた
め、液晶画面を活用した多彩なアプリ
ケーションの追加や、アプリケーショ
ン連携が容易である点である。
既存のWebアプリケーションをIP電
話機ブラウザ機能に対応することによ
り、IP電話機が情報端末として利用可
能となる。IP電話機をベースとした次
世代オフィス実現に向けて大きな一歩

が踏み出されたと言える。
ユニアデックスでは、スケジュール
共有、文書共有などオフィス業務全般
に利用できるIP電話機ブラウザ機能対
応Webアプリケーション(グループ
ウェア)を用意している。
今後、ホテルの客室向けアプリケー
ションや小売店の店頭、倉庫、工場な
どでの在庫照会業務、工程管理業務な
どの各業種向け、および個別業務ごと
のアプリケーションも検討している。

ユニアデックスでは、IP電話機に対
するトータル･サービス｢IPテレフォ
ニ･サービス･ソリューション｣を提供
している。具体的には、ネットワーク
のQoS設計や機器構成、電話番号計画、
増設･移設時変更ポリシー策定などの
｢設計サービス｣、CallManagerのハー
ドウェア／ソフトウェア導入、IP電話

機の設定などの｢導入サービス｣、Call
Managerハードウェア保守やソフト
ウェア･バーションアップなどの｢保守
サービス｣、24時間365日のIP電話機シ
ステムの遠隔監視や電話番号設定変更
管理などの｢運用サービス｣などを内容
としている。 (図2)

http://www.uniadex.co.jp/
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音声とデータの統合で快適なコミュニケーション環境を実現

TCOの大幅な削減を可能に

業務の効率化、生産性の向上を一層推進

アプリケーションと連携し情報端末として利用可能に

設計から運用監視までトータル･サービスを提供

オフィス環境を一変させる音声のIPネットワークへの統合

ユニアデックス｢IP電話機システム｣を提供
社内情報システムとのコラボレーションを実現

ユニアデックス株式会社
市場開発部副部長　津田喜人

IT最前線
オブジェクト指向技術(8)

LAN機器･LAN配線と音声のための
PBX･電話配線によって構成されて
いたが、電話機そのものがLANに接
続されるため、PBXおよび電話用配
線が不要になる。
＊IP電話機を、情報端末と位置づけ、
音声通信を中心にCTI(コンピュー
タ･テレフォニ･インテグレーショ
ン)に近い領域までをカバーする。
ユニアデックスが提供するIP電話機
システムでは、PBX機能を実現する
Cisco CallManager によりIP電話機間の
通話やIP電話機と、内線･外線接続の
通常電話機との通話が実現されている。
また、VoIP対応機能を装備したルー
タを利用することにより、WANを越え
てIP電話機を使用することができる。

設　計� 導　入� 保　守� 運　用�
�●番号計画策定�

●移設、増設時のポリシー�
   策定�
●ネットワークQoS設計�
●ネットワーク現状調査�
●移行計画策定�
●ネットワーク構成／�
   機器構成の策定�

●CallManagerハードウェア導入�
●CallManagerソフトウェア導入�
●電話機設置とシステム�
   環境設定�
  (電話番号他)�
●設定情報バックアップ�

●CallManagerハードウェア�
　保守�
●ソフトウェア･バージョンアップ、�
　ソフトウェア再導入�
●設定情報のリロード�

●IP電話設定変更サービス�

●移設、増設時のポリシー策定� ●導入／移行スケジュール調整� ●サービス選択とサービス設計� ●ヘルプデスクサービス�

移設、増設などに伴う�
電話機能設定変更�

24時間365日のCallManager�
遠隔障害監視�

●IP電話監視サービス�

図2 IPテレフォニ･サービス･ソリューションの概要

る。それに対し、IP電話機ではイーサ
ネット･アドレスで電話番号を特定で
き、一度CallManagerに登録すると、
どこからでもLANにつなげるだけで利
用でき電話番号設定変更の必要がない。
◇電話配線不要
通常、事務所移転の際には、新たに
PBXを導入し電話用配線が必要にな
る。IP電話機の場合は、LANさえ敷設
されればそこに接続すればよく、新た
に電話用配線を行うことが不要になる。
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(財)日本情報処理開発協会(JIPDEC)
がPマークの付与機関となり、JIPDEC
に審査機関として指定された(社)情報
サービス産業協会(JISA)、日本マーケ
ティング･リサーチ協会および全国学
習塾協会が審査･認定をしている。
Pマーク制度は、個人情報について
適切な保護措置を講ずる体制を整備し
ている事業者などを認定して、その旨
を示すPマークを付与し、事業活動に
関してPマークの使用を認める制度で
ある。事業者が個人情報の取り扱いを
適切に行う体制などを整備しているこ
とを認定し、そのことを消費者の目に
見えるPマークで示すことによって、
個人情報の保護に関する消費者の意識
の向上を図ることを目的としている。
また、事業者に対しては、適切な個人
情報の取り扱いを推進することによっ
て、消費者の個人情報の保護意識の高
まりに応え、社会的な信用を得るため

のインセンティブを与えることも大き
な目的である。
一方、2000年10月に個人情報保護基
本法の大綱が決定し、本年には法制化
される見通しである。法制化されると、
個人情報の適正な取り扱いが法的に義
務づけられることになる。
例えば、利用する目的をユーザに明
らかにして個人情報を収集し、その範
囲内でのみ個人情報を活用しなければ
ならない。また、漏洩や改ざんなどを
防ぐために、社内外の管理体制も問わ
れることになる。
Pマーク制度は、個人情報保護基本
法の内容を包含しているのは当然であ
り、さらに事業者が自主的に独自性を
持って個人情報の適正な取り扱いに関
するポリシーを定め、それを遵守する
ための管理および体制を確立すること
であり、事業者にとってリスク･マネ
ジメントであるといえる。

Pマークを付与認定される事業者は、
｢個人情報に関するコンプライアンス･
プログラムの要求事項｣(JIS Q 15001)に
適合したコンプライアンス･プログラ
ム(以下｢CP｣という)を策定し、実施し、
維持し、そして継続的に改善していく
ことが必要となる。
CPとは、JIS Q 15001によると｢事業
者が、自ら保有する個人情報を保護す

UISは、｢U-netSURF｣の名称で、イ
ンターネット･プロバイダ事業を展開
しており、｢品質｣を追求するとともに、
｢信頼｣の向上を図るため、取り扱う個
人情報を、より厳格に管理し、プロバ
イダ事業者として不可欠な個人情報保
護対策に取り組んできた。
Pマーク取得に当たり、保護すべき
個人情報はU-netSURF部門で扱う顧客
情報だけでなく、その他の顧客情報お
よび社員情報も含めた全社的レベルで
のPマーク取得を前提とした。
Pマーク取得申請までの経緯は以下

るための方針、組織、計画、実施、監
査および見直しを含むマネジメント･
システム｣と定義されている。この一
連の手続きをスパイラル的に継続する
ことによって、事業者の管理能力を高
めていく。個人情報保護のためのCP
は、個人情報保護の方針、基本規程、
細則の策定といった手順で進めて
いく。

のとおりである。
①《1998年度》情報セキュリティ関連
の整備フェーズ
中期計画(3カ年)において、｢情報セ
キュリティに対する積極的な取り組
み｣を掲げ、これに基づいて｢UIS情報
セキュリティガイドライン｣を作成し
た。このガイドラインの中にPマーク
取得目標を盛り込んだ。
②《1999年度》Pマーク関連の整備
(フェーズ1)
インターネット･サービスを主体に
個人の情報保護に関する管理規程の作

インターネットとアウトソーシングの専門企業である日本ユニシス情報システ

ム(UIS)は、本年8月に｢プライバシーマーク｣(以下、｢Pマーク｣という)を取得した。

Pマークは、審査機関の厳格な審査を経て、適切なる個人情報保護措置を講じて

いる事業者に付与される。このため、取引先、ユーザおよび

プロスペクトにとっては、Pマーク取得事業者は最も安心し

て取引できる相手先となり得る。ECサイトをはじめ、ネッ

ト･ビジネスを展開する企業が増大する現在、Pマークが大き

な意味を持つことになる。そこで、Pマークの概要と取得の

ための手順、UISの取得経緯を紹介する。

成およびCP活動を実施。
③《2000年度》Pマーク関連
の整備(フェーズ2)
以下のような取り組みを

行った。
◆｢個人情報保護CP策定プロ

ジェクト｣の設立

2000年10月、リーダー(1
名)、メンバー(7名)、事務局
(1名)からなる｢個人情報保護
CP策定プロジェクト｣を設立
した。
◆社長の個人情報保護方針宣

言、全社員への周知

2001年2月、個人情報保護
に関する以下の内容を骨子と
する｢UISの方針｣を社長名で
発表し、全社員への周知徹底
を図った。
①個人情報を取り扱う責任者
を置き、適切な管理を行う
②個人情報を収集する場合に
は、収集目的を明確にし、
適法かつ公正な手段をもっ
て行い、利用においては、
当該業務の目的に沿った範
囲内とし、個人情報提供者
から同意をいただいた範囲
内で個人情報を利用する
③収集した個人情報の利用、提供には
細心の注意を払い、当該個人情報に
ついては、当該個人の承諾をいただ
いた場合以外は、第三者に提供およ
び開示は行わない
④提供および収集した個人情報を厳正
な管理の下で安全に蓄積、保管し、
当該個人情報への不正アクセス、紛
失、改ざんおよび漏洩などに対して
合理的な安全対策を講じる
⑤個人情報の処理を外部に委託する場
合は、厳正な管理下で行う
⑥個人情報に関して適用される法令、
規範を遵守する
⑦個人情報保護に関するCPは継続的
に改善する
◆｢個人情報保護･管理体制｣の設置

2001年2月、｢個人情報保護･管理体
制｣を設置した。その体制は、個人情
報保護責任者(取締役)、システム監査
責任者(同)、全社苦情相談窓口責任者、
個人情報保護･教育責任者、顧客個人
情報保護を担当するU-netSURF苦情相
談窓口責任者兼同部門管理者、社員情
報の個人情報保護を担当する部門管理
者および社員情報管理者、イントラ
ネット管理者から構成された。
◆Pマーク取得申請～取得

2001年3月に申請し、書類審査、現

地審査(5月UIS内での調査)を経て、
8月に合格証を受領した。
取得したPマークは、ホームページ、
名刺、パンフレットに使用し、順次、
封筒、提案書、展示会などに使用して
いく予定である。
なお、Pマークは取得後2年ごとに更
新される。更新時での実績調査によっ
て、規程どおりに運用されていなかっ
たり、不備が発見された場合には取り
消しになり、公開されるため、日頃の
厳正な運用が重要である。

◇
U-netSURFは、つながり易さ、ス

ピード、サポート面で顧客から絶大な
支持を得て、｢プロバイダ顧客満足度
総合第一位｣を獲得している。
UISでは、今回のPマーク取得によ

り、適正なる個人情報保護を実施して
いる事業者としての地位を確立したこ
とになる。今後も顧客満足度第一位に
相応しい信頼できる事業者であること
をアピールしていきたい。
また、今回の取得に至るノウハウを
ベースに、日本ユニシスのコンサル
ティング･サービス｢Pマーク取得コン
サルティング･サービス｣との連携･強
化を視野にいれている。
http://www.netsurf.ad.jp/ UN

Pマークの概要

個人情報保護に関する｢コンプライアンス･プログラム｣の作成指針

日本ユニシス情報システム｢プライバシーマーク｣を取得
厳正な個人情報保護、リスク管理体制を確立

日本ユニシス情報システム株式会社
企画管理部二室業務グループグループマネジャー　中井真治

IT最前線
ネットワーク･ソリューション(13)

全社レベルでの個人情報保護対策に取り組む

継続的改善�

事業者の代表者�
による見直し�

監　査�

実施および運用�

計　画�

個人情報保護方針�

出典：日本規格協会�

コンプライアンス･プログラム(CP)の基本モデル

個人情報保護方針を定め文書化する�

CP策定のための組織を作る�

CP策定の作業計画を立てる�

個人情報保護方針を組織内に周知する�

個人情報を特定する�

既存の個人情報取り扱いシステムを評価する�

CPの構成を検討する�

CPの基本となる規程を作成する�

CPの詳細規程を策定する�

CPを文書化する�

CPに準じた体制の整備を行う�

CPを周知するための研修を実施する�

CPの運用状況を監査する�

CPの改善を実施する�

1�

2�

3�

4�

5�

6�

7�

8�

9�

10�

11�

12�

13�

14
出典：日本情報処理開発協会�

コンプライアンス･プログラム(CP)の作成手順
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を鳥瞰できるようにしたもの)をアレン

ジすれば、各種マーケットプレースにも

対応可能。

③仲介者の介在なしで各種交渉が可能

これまで仲介者が行っていた取引相手

の選択、取引相手との取引限度指示をシ

ステム化している。また、取引相手とは

匿名で交渉可能。さらに市場参加者が注

文を出す場合に、A注文、B注文、C注

文のうち、1件でも約定が成立したなら

ば、残りの注文をすぐに取り消す仕組み

も仲介者の代替機能として提供している。

④容易な操作性

板画面に対し直接クリックすること

で、すべての注文関連動作を最短のキー

操作で入力可能にしている。

⑤システムの変更を前提としたソフト

ウェア構成

種々のマーケットプレースにも対応す

ることを目指しているため、上流工程か

らオブジェクト指向を採用し、コンポー

ネント(部品)化を図っている。

⑥ハードウェア選択幅の拡大

Java、Weblogic、Oracleを採用し、

ハードウェアに依存しない環境を提供す

る。

なお、本システムでは日本で最初の機

能を実現しており、5件の特許を申請し

ている。

ユニシス・ニュース
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ンターネット利用による空間を超えた注

文同士の付け合わせが可能になり、より

広い範囲の人々が参加し、複数の売り

手／買い手による円滑な商取引が実現で

きる。

今回発表の｢B2B Exchanges短期構

築基盤｣は、短期間に低価格で電子市場を

開設するのに必要な基本機能を搭載した

プロトタイプ。多様な機能が必要なこと

から、今回提供開始するのは短期金融商

品を対象としたモデルだが、他の金融商

品および物品取引へ転用することもでき

る構成となっている。

｢B2B Exchanges短期構築基盤｣の特

徴は以下の通り。

①インターネット／エクストラネット上

での稼働を前提とし、リアルタイム性

を追求したシステム

インターネット上でありながら、Web

ブラウザを超える使い易さを追求してい

る。特に、データの変更の都度、市場参

加者画面を更新する仕組みを実現してい

る。

②すべての注文付け合わせ方式に対応

ざらば方式をはじめとして、板寄せ方

式、マーケットメーク方式、クロッシン

グ方式に対応できる。また、板(注文全体

念講演をはじめ、特別講演／テクニカル･

セッションを、また情報交換の場として

懇親会や｢安来節｣のアトラクションなど

ユニシス研究会
全国フォーラム開催迫る

10月25日(木)、26日(金)、27(土) 広島

共通プログラム　　10月25日(木)　会場：リーガロイヤルホテル広島�

■受付開始�
■開場�

■夕食懇親会�

■終了�

■オープニング�
●記念講演�
　｢世界を見る目、日本を見る目｣　　　国際ジャーナリスト・作家　落合 信彦氏�

●特別講演1�
　｢人生のデザイナー－充実した生き方を求めて｣�

13:00～13:30

14:00～16:00

16:15～17:30

17:35～19:00

　1942年、東京･浅草生まれ。ジャーナリストとして世界を股にかけて歩き回り次々にヒット作を生み出し今日に至る。97年5月、母校オルブライト大学から名誉博士号を授与。�
　主な著書：ケネディ暗殺を扱った『2039年の真実』、『狼たちへの伝言』、『日本の正体』、『成り上がりの時代』など�

：中国地方の酒･海の幸を楽しみながらの会員相互の交流･情報交換会。�
　正調安来節、家元四代目渡部お糸さんたちによる｢正調安来節｣や｢どじょうすくい｣などのアトラクションを予定しています。ユーモラスな踊りにご期待ください。�

＊＊＊ 次のいずれか1つの講演を選択 ＊＊＊ 

筑波スポーツ科学研究所 副所長　三屋 裕子 氏�
(ロス五輪バレーボール銅メダリスト)

　ロサンゼルス五輪で銅メダル獲得後引退、教職の道に転職。94年
筑波大学大学院を卒業後、筑波スポーツ科学研究所副所長、(社)日
本プロサッカーリーグ理事、文部省教育課程審議会委員などを兼務。�
主な著書：『コンニチワ！裕子先生』、『三屋裕子の楽しいバレーボ
ール』他�

●特別講演2�
　｢古代出雲は輝いていた｣�

島根県立島根女子短期大学 学長　藤岡 大拙 氏�

　1984年荒神谷遺跡、1996年加茂岩倉遺跡からの大量な青銅器群、
2000年出雲大社境内から巨大建造物を思わせるものが出土するな�
ど、重要な発見が相次いでいる。古代の出雲は輝いていたのである。�
主な著書：『カラー出雲路の魅力』、『山中鹿介紀行』他�

●テクニカル・セッション�
　｢インターネット調達システムに見るライトな開発プロセス｣�
日本ユニシス(株) Ｅサービスシステム部 技術室　羽田 昭裕�

　日本ユニシスは、しっかりとしたシステム基盤(asaban.com、
Kiban@asaban)と、確実なシステム開発技法(LUCINA)を活用して、
数々のインターネット調達システムを構築してきた。いくつかのエ
ピソードを交えながら、Eビジネスを実現するプロジェクト計画の
立案と実行、システム開発のプロセスとスタイルの現状を紹介する。�

金融商品取引向け
注文付け合わせ機能を持った電子市場システム提供開始

日本ユニシスは、金融商品取引におい

て、複数の売り手／買い手のマッチング

を行い売買を成立させる注文付け合わせ

機能を持った電子市場システム｢B2B

Exchanges短期構築基盤｣の提供を開始

した。

インターネットが社会基盤として定着

するにつれ、種々の物品に対して売り手

と買い手が価格交渉を行う機会が増加し

ている。株式のように取引形態および商

品が標準化されたものは、価格が唯一の

交渉条件になり、売りたい価格と買いた

い価格の合意により約定が成立するが、

取引形態および商品が標準化できない商

品には、処々の交渉が伴う。取引相手に

自己の手法を知られたくない場合には、

仲介者が介在して、取引相手に対する条

件と、取引内容に対する条件を伝えて商

取引を成立させる必要があり、これまで

は、“人”、“電話”、“白板”などを使って

いた。

今回日本ユニシスでは、金融商品取引

において、仲介者の役割をシステム化し、

注文付け合わせ機能を持った電子市場シ

ステム｢B2B Exchanges短期構築基盤｣

を開発した。

本システムを利用する金融機関は、イ

平成13年度全国フォーラム(旧秋季

全国大会)は広島市を中心に開催されま

す。大会初日には落合 信彦氏による記

日本ユニシスが株式を上場している東

京証券取引所において、従来日本ユニシ

ス株式の所属業種は｢商業｣に分類されて

いたが、この度、証券コード協議会の決

定により、次の通り｢サービス業｣に変更

されることとなった。なお、これに伴い

主要新聞各誌の株価欄の表示箇所も、

サービス業の欄に変更されるが、証券

コード(8056)は従来通りとなる。

所属業種の変更は、発行会社の主要業

務が従来と比べて一定以上大きく変化し

た場合見直しが行われるもので、日本ユ

を予定しています。2日目以降は、地域

見学や親睦ゴルフなど多彩なプログラム

を用意して多くの皆様のご参加をお待ち

しています。

★ユニシス研究会事務局

TEL：03-5546-7366

FAX：0120-548317

Eメール：juua-info@unisys.co.jp

ニシスはここ数年ソフトウェア･サービス

などの売上がコンピュータ販売売上を大

幅に上回ってきたことから、東証に対し

見直しの打診を行い、今回変更の運びと

なった。投資家にとっては、以前より指

摘のあった｢業態のわかりにくさ｣が解消

され、より実体に即した評価を受けるこ

とが期待される。

①変更内容：現所属業種　新所属業種

大分類　　商業　　→　サービス業

中分類　　卸売業　→　サービス業

②変更日：2001年10月1日

日本ユニシス

株式の所属業種変更について



14 2001年10月1日第486号

シングル･システムでのパフォーマンス

が今までの約2倍になり、Windows

サーバとしては唯一、TPC-Cベンチマー

ク･テストでTOP10入りを果たした。

今回のベンチマーク･テストでのシス

テム構成は、ES7000にインテルの

Pentium Ⅲ Xeonプ ロ セ ッ サ

(900MHz)を32個、メモリ64GBを搭

載、ネットワークにGiganet、OSに

Microsoft Windows 2000

Datacenter Server Limited Edition、

データベースにSQL Server 2000

Enterprise Edition SP2となっている。

こ の 組 み 合 わ せ に お い て 、

141,138.44tpmC、価格･性能比($／

tpmC)23.84ドルを達成した。

(詳細情報は、TPCのWebサイト

http://www.tpc.org/を参照)

TPC-Cベンチマーク結果は、ユニシ

スTPC-CベンチマークTicker/ Saving

Calculator Webサイト(http://www.

unisys.com/hw/servers/es7000/press-

release.asp)で他社製品との比較を見る

ことができる。

＊TPC-C：TPC(Transaction Processing
Perfarmance Council) が策定したベンチ
マーク。卸売業者の受注管理環境を想定
して、オンライン･トランザクション処理
(OLTP)をシミュレートする。評価の尺度
は、新規受注データ処理率(tpmC)と対費
用効果($／tpmC)。

ターネット対応、会議･フォーラム･実習

など多彩な形態で実施できるコラボレー

ション空間としての多目的ホールやミニ

シアター、個室のほかにツイン宿泊室も

用意した。これまで以上に快適で、充実

した研修施設となった伊豆エグゼクテブ･

センターは、皆様の積極的で有効なご利

用により、わが国IT戦略推進の一翼を担

う施設となることを目指している。

◆伊豆エグゼクテブ･センター

＊所在地：静岡県伊東市岡1418

＊建坪(延)：約4,000㎡(1,200坪)

＊敷地面積：約50,000㎡(15,800坪)

豊かな自然環境に囲まれたセンター外観

日本ユニシス

伊豆エグゼクテブ･センター リニューアル･オープン

日本ユニシスの｢伊豆エグゼクテブ･セ

ンター(静岡県伊東市)｣は、約半年の改修

工事を終え9月1日にリニューアル･オー

プンした。

同センターはユーザ企業のトップ･マネ

ジメントのための情報サロン･研修施設と

して1970年に開設され、これまでに年

間約80回のセミナーで、延べ3万8千名

ものお客様に利用いただいている。

今回の改修工事は、県の防災基準に基

づく耐震強化工事をはじめとして、内外

装、設備も全面的にリニューアルした。

特に、無線LAN環境、宿泊室でのイン

において、シングル･システムでの

WindowsベースのIAサーバでは最高の

141,138.44トランザクション／分

(tpmC)という数値を達成したと発表し

た。この結果、Windows OS ベースの

Unisys e-@ction Enterprise Server ES7000

TPC-Cベンチマークにおいて
WindowsベースのIAサーバとしての最高値を達成

米国ユニシス社は、9月11日(現地)、

Unisys e-@ction Enterprise Server

ES7000(以下ES7000)が、オンライ

ン･トランザクション処理(OLTP)の性能

をあらわすTPC-Cベンチマーク･テスト

日本ユニシス情報システム(略称：UIS)

は、このほどプライバシーマークを取得

した。

日本ユニシス情報システムは、｢U-

netSURF｣の名称でインターネット･プ

ロバイダ事業を展開しており、｢品質｣を

追求するとともに、｢信頼｣の向上を図る

ため、取り扱う個人情報をより厳格に管

理し、プロバイダ事業者として不可欠な

個人情報保護対策に積極的に取り組んで

きた。｢U-netSURF｣は、つながり易さ、

スピード、サポート面で顧客から絶大な

る支持を得て、インターネット専門各誌

で｢プロバイダ顧客満足度総合第1位｣の

評価を獲得している。

今回のプライバシーマーク取得により、

日本ユニシス情報システムは、適正なる

個人情報保護を実施している事業者とし

ての地位を確立した。今後は、名実共に

顧客満足度第1位に相応しい信頼できる

事業者であることをアピールし、さらな

る顧客拡大と売上増を図る。

(プライバシーマークおよび本件の詳細は

12面に掲載)

｢Unisys Windows— Data Center

Summit 2001｣―“IAサーバと

Windowsで企業IT基盤とコストを劇

的に改善！”

◆日時：11月20日(火)

午後1時30分～

◆会場：京王プラザホテル

(東京、西新宿)

昨年3月に販売を開始し好評を得て

いる大規模W i n d o w sサーバ

｢Unisys e-@ction Enterprise

Server ES7000｣は、大規模ミッ

セミナー案内
ション･クリティカル業務やEコマー

スで活用されるWebアプリケー

ション分野、大規模データベース･

システム、各種サーバ統合での活用

など、国内でも多数のシステムが本

稼働を開始しています。これらの稼

働事例を、ご使用いただいているお

客様ご自身から紹介していただき

ます。

＊詳細につきましては、弊社担当営業

へお問い合わせください。また、

10月中旬より日本ユニシス･ホーム

ページにもご案内を掲載しますので

ご参照ください。

http://www.unisys.co.jp/

日本ユニシス情報システム

インターネット･プロバイダとしてプライバシーマークを取得

上質な環境を整えたセミナールーム くつろぎの場(サロン)もリニューアル
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　ユニシス・ニュースに関する�
ご意見・ご感想をお寄せください。�
また、送付先の変更などのご連絡�
お問い合わせにもご利用ください。�
Eメール unews-box@unisys.co.jp

■マニュアル
●HMP IXシリーズ／シリーズ2200
＊HMP IX CIFS for OS2200解説書　［431222490-0］
2,500円　98頁
＊ HMP IX･2200 FAS1100解 説 書 ﾚ ﾍ ﾞﾙ 7
［431222604-0］ 5,100円　204頁
＊HMP IX･2200 UDS参照ﾉ-ﾄ ﾒｯｾ-ｼﾞ編 ﾚﾍﾞﾙ10
［731220114-0］ 4,200円　346頁
●U6000シリーズ　
＊US ClearPath/OS2200通信ｹﾞ-ﾄｳｪｲ 解説書 ﾚﾍﾞﾙ1
［431602550-0］ 4,600円　184頁
＊US ClearPath/OS2200通信ｹﾞｰﾄｳｪｲ SCCP-IIﾊﾝﾄﾞﾗ
解説書 ﾚﾍﾞﾙ1 ［431602553-0］ 1,800円　70頁
＊US ClearPath/OS2200通信ｹﾞ-ﾄｳｪｲ BSC C/Dﾊﾝﾄﾞ
ﾗ解説書 ﾚﾍﾞﾙ1 ［431602551-0］ 3,000円
118頁
＊US ClearPath/OS2200通信ｹﾞ-ﾄｳｪｲ SCCP-Iﾊﾝﾄﾞﾗ

ユニシス･セミナーのご案内

資料発刊のご案内

設計for Javaテクノロジ』
［開催日］11月 7日(水)～ 9日(金) 東京
［料金］128,000円
■システム開発／管理技術研修
●『オブジェクト指向入門』
［開催日］11月 9日(金) 北海道
［料金］30,000円

●『オブジェクト指向による分析･設計』
［開催日］11月19日(月)～21日(水) 東京
［料金］84,000円

●『プロジェクトの進捗管理』
［開催日］11月20日(火)～22日(木) 東京
［料金］84,000円

●『ファンクション･ポイント法によるソフ
トウェア規模の見積もり』
［開催日］11月 8日(木)～ 9日(金) 九州

11月15日(木)～16日(金) 東京
11月19日(月)～20日(火) 大阪

［料金］57,000円
●『ソフトウェアの品質管理と生産性の向上』
［開催日］11月 1日(木)～ 2日(金) 北海道
［料金］57,000円

●『SEのための提案とコミュニケーションの
技術』
［開催日］11月28日(水)～29日(金) 北海道
［料金］57,000円
■ネットワーク技術研修

＜CISCO関連コース＞
●『ICND－ネットワーク機器のコンフィグ
レーション』
［開催日］11月 5日(月)～ 9日(金) 大阪、
11月12日(月)～16日(金) 東京／東北
［料金］240,000円

●『BSCN－ルータソフトウェア コンフィグ
レーション応用』
［開催日］11月26日(月)～30日(金) 東京
［料金］250,000円

●『BCMSN－スイッチング･ネットワークの
構築』
［開催日］11月5日(月)～9日(金) 東京
［料金］250,000円
■インターネット技術研修

＜インターネット関連コース＞
●『FrontPage2000を使ったホームページの
作成』
［開催日］11月 5日(月) 大阪
［料金］30,000円

●『Active Server Pagesによるサーバープロ
グラムの開発』
［開催日］11月 6日(火)～ 7日(水) 東京
［料金］57,000円　

●『Visual InterDEV入門』
［開催日］11月 8日(木) 東京

11月15日(木) 新潟
［料金］30,000円

●『COOLICEを使用したWebシステムの構
築』
［開催日］11月 9日(金) 東京
［料金］15,000円

●『インターネットサーバ構築』
［開催日］11月20日(火)～22日(水) 東京
［料金］84,000円

●『iモードホームページ作成入門』

解説書 ﾚﾍﾞﾙ1 ［431602552-0］ 1,800円　72頁
＊US ClearPath/OS2200通信ｹﾞ-ﾄｳｪｲ X.25ﾊﾟｽｽﾙ-･ﾊﾝ
ﾄﾞﾗ解説書 ﾚﾍﾞﾙ1 ［431602554-0］ 3,300円
130頁
＊US ClearPath/OS2200通信ｹﾞｰﾄｳｪｲ MARSﾊﾝﾄﾞﾗ
解説書 ﾚﾍﾞﾙ1 ［431602601-0］ 1,500円　60頁
●ワークステーション
＊CADCEUS使用説明書 ﾌﾟﾚｽ型構造部設計支援ｶｽ
ﾀﾏｲｽﾞ設定編　［432802555-0］ 4,300円
172頁
＊DigiD解説書 ﾌﾟﾚｶｯﾄ連動編　［432802566-0］
1,200円　48頁
＊DigiD解説書 構造計算連動編　［432802565-0］
1,300円　50頁
＊DigiD解説書 生産連動編　［432802564-0］
1,200円　48頁
＊ DSAdmin JP1 V6 JP1/Automatic Job
Management System2 ﾒｯｾ-ｼﾞ編　［432802632-0］
8,000円　320頁
＊DSAdmin JP1 V6 JP1/NetInsightII for JP1 解説･

［開催日］11月14日(水) 東京
11月28日(水) 大阪

［料金］30,000円
●『iモード ホームページ作成－インタラク
ティブ処理Perl編』
［開催日］11月15日(木) 東京

11月29日(木) 大阪
［料金］30,000円

●『iモード ホームページ作成－インタラク
ティブ処理ASP編』
［開催日］11月16日(金) 東京

11月30日(金) 大阪
［料金］30,000円

●『XML基礎』
［開催日］11月13日(火) 中国
［料金］30,000円

●『XML活用－XMLを使ったデータ交換処理』
［開催日］11月14日(水)～15日(木) 中国
［料金］57,000円

●『PKIによる電子商取引入門－日本ベリサ
イン社公認トレーニング』
［開催日］11月12日(月) 大阪
［料金］50,000円
＜CIW関連＞
●『ファンデーションインターネット基礎』
［開催日］11月 7日(水) 大阪
［料金］30,000円

●『ファンデーションウェブページ編集基礎』
［開催日］11月 8日(木)～ 9日(金) 大阪
［料金］60,000円

●『ウェブ言語 JavaScript基礎』
［開催日］11月27日(火)～28日(水) 大阪
［料金］100,000円
■システム利用技術研修

＜Windows NT/2000(MSU)関連コース＞

キャンペーン中につき、期間中のコース受

講料は20％OFF(特別料金)
●『Microsoft Windows2000 ディレクトリ
サービスインプリメンテーション』
［開催日］11月12日(月)～16日(金) 東
京／大阪
［特別料金］168,000円

●『Microsoft Windows2000 ディレクトリ
サービスインフラストラクチャの設計』
［開催日］11月20日(火)～22日(木) 東京
［特別料金］100,800円

●『Microsoft Windows2000 マイグレーショ
ン設計』
［開催日］11月28日(水)～29日(木) 大阪
［特別料金］67,200円

●『Microsoft SQL Server2000 データベース
プログラミング』
［開催日］11月 5日(月)～ 9日(金) 東京
［特別料金］180,000円

●『Microsoft SQL Server7.0システム管理』
［開催日］11月26日(月)～30日(金) 大阪
［特別料金］180,000円
＜Oracle関連コース＞
●『Oracle 入門』
［開催日］11月13日(火) 九州

11月16日(金) 名古屋
11月19日(月) 東京

［料金］30,000円

手引･操作書　［432802612-0］ 10,100円
404頁
＊DSAdmin JP1 V6 JP1/統合ﾈｯﾄﾜｰｸ管理ｼｽﾃﾑ ｲﾝﾀ-ﾈ
ｯ ﾄ SNMP ｹ ﾞ-ﾄ ｳ ｪ ｲ 解 説 ･文 法 ･操 作 書
［432802613-0］ 2,400円　94頁
＊VirtualCampus Excel2002入門　［432802620-0］
2,000円　250頁
●周辺機器(共用)
＊DVD-RAMﾗｲﾌﾞﾗﾘ装置(ﾓﾃﾞﾙ100)ﾃﾞﾊﾞｲｽﾄﾞﾗｲﾊﾞ初
期導入ｶﾞｲﾄﾞ ［431902615-0］ 1,000円　38頁
＊DVD-RAMﾗｲﾌﾞﾗﾘ装置(ﾓﾃﾞﾙ100)ﾌｧｲﾙｼｽﾃﾑ運用管
理ｶﾞｲﾄﾞ ［431902614-0］ 2,000円　80頁
＊DVD-RAMﾗｲﾌﾞﾗﾘ装置(ﾓﾃﾞﾙ100)の取り扱い方
［431902616-0］ 3,300円　130頁
＊USﾌｧﾐﾘ DLTﾃｰﾌﾟ･ﾗｲﾌﾞﾗﾘ L20/40/60の取り扱い
方　［431602618-0］ 4,500円　178頁
■新規商品カタログのご案内
＊USfamily モデルU3800 サーバ　[081741164-0]
2頁
＊USfamily モデルU4800 サーバ　[081741165-0]

●『Oracle SQL使用法』
［開催日］11月14日(水)～16日(金) 九州、
11月20日(火)～22日(木) 東京／名古屋
［料金］84,000円

●『Oracle の運用と管理』
［開催日］11月 6日(火)～ 9日(金) 大阪／
中国
［料金］111,000円

●『Oracleパフォーマンスチューニング』
［開催日］11月14日(水)～15日(木) 大阪
［料金］57,000円

●『Oracleクライアントアプリケーション開
発』
［開催日］11月29日(木)～30日(金) 東京
［料金］57,000円
＜UNIX関連コース＞
●『UNIX入門』
［開催日］11月 1日(木) 東京
［料金］30,000円

●『UNIX viエディタ使用法』
［開催日］11月 2日(金) 東京
［料金］30,000円

●『シェル･プログラミング』
［開催日］11月 7日(水)～ 9日(金) 東京
［料金］84,000円

●『UNIX(Solaris8)入門』
［開催日］11月14日(水)～16日(金) 東京
［料金］90,000円

●『Solaris8システム管理基礎Ⅰ』
［開催日］11月19日(月)～20日(火) 東京
［料金］80,000円

●『Solaris8システム管理基礎Ⅱ』
［開催日］11月21日(水)～22日(木) 東京
［料金］80,000円

●『Solaris8システム管理』
［開催日］11月26日(月)～28日(水) 東京
［料金］150,000円
※上記の料金には消費税は含まれていません。

■教育サービスのコース内容、開催スケジュー
ル等の詳細については、平成13年度の｢教育
サービス総合案内｣をご覧ください。
総合案内をご希望の方は、弊社担当営業員も
しくは最寄りの教育センターへお申し付けくだ
さい。
なお、教育サービスについては次のホーム

ページでもご覧いただけますのでご利用くださ
い。
http://www.unisys.co.jp/seminar/

◇教育サービスについてのお問い合わせ先◇

＊東京教育センター　　TEL(03)5546-4230
＊大阪教育センター　　TEL(06)6232-7100
＊名古屋教育センター　TEL(052)586-8261
＊北海道教育センター　TEL(011)898-9008
＊東北教育センター　　TEL(022)261-7231
＊新潟教育センター　　TEL(025)247-7321
＊北陸教育センター　　TEL(076)233-9800
＊静岡教育センター　　TEL(054)272-4711
＊中国教育センター　　TEL(082)242-5109
＊九州教育センター　　TEL(092)473-3079

2頁
＊USfamily モデルU4810 サーバ　[081741166-0]
2頁
＊USfamily モデルU6800 サーバ　[081741167-0]
2頁
＊USfamily モデルU280R サーバ　[081741168-0]
2頁
＊USfamily モデルNX1 サーバ　[081741169-0]
2頁
＊ USfamily モ デ ル UT1-AC200 サ ー バ
[081741170-0] 2頁
＊USfamily モデルB100 ワークステーション
[081741171-0] 2頁
＊U-net ホスティング／ハウジング･サービス
[086630042-0] 2頁
＊ユニシスMINI-Uシリーズ 中容量無停電電源装
置 Sタイプ-モデルD [071101024-0] 4頁

※お問い合わせ：日本ユニシス(株) 商品管理部
TEL(03)5493-3180

■Eビジネス･セミナー
●『半日でわかるEビジネス動向』

［開催日］11月 2日(金) 中国
11月 7日(水) 東京

［料金］8,000円
●『事例を中心としたEビジネス計画策定の

ポイント』

［開催日］11月 5日(月) 大阪
11月 8日(木) 東京

［料金］30,000円
●『Eビジネス計画策定のポイントセキュリティ

＆決済編』

［開催日］11月 9日(金) 名古屋
11月14日(水) 東京

［料金］30,000円
●『Eビジネス計画策定のポイントネットワー

ク＆モバイル編』

［開催日］11月21日(水)～22日(木) 中国
［料金］57,000円
■情報リテラシ研修
●『Excelで学ぶ統計解析入門－パソコンを

もっと使いこなそう』

［開催日］11月20日(火)～21日(水) 東京
［料金］57,000円
■言語／開発ツール研修

＜基礎／COBOL＞
●『プログラム･テスト技法』
［開催日］11月27日(火)～28日(水) 東京
［料金］57,000円
＜C/C++関連コース＞
●『C言語プログラミング－基礎編』
［開催日］11月27日(火)～30日(金) 東京
［料金］111,000円
＜Java関連コース＞
●『JavaプログラミングⅠ』
［開催日］11月12日(月)～14日(水) 東京
［料金］128,000円

●『JavaプログラミングⅡ』
［開催日］11月15日(木)～16日(金) 東京
［料金］88,000円

●『Javaプログラミング－Java GUI』
［開催日］11月29日(木)～30日(金) 東京
［料金］90,000円

●『Advanced Javaプログラミング』
［開催日］11月20日(火)～22日(木) 大阪
［料金］128,000円

●『JavaBeansコンポーネント開発』
［開催日］11月 7日(水)～ 9日(金) 東京
［料金］128,000円

●『Javaサーブレットプログラミング』
［開催日］11月 1日(木)～ 2日(金) 大阪

11月15日(木)～16日(金) 東京
［料金］88,000円

●『Java上でのXML処理』
［開催日］11月29日(木)～30日(金) 大阪
［料金］120,000円

●『オブジェクト指向概要for Javaテクノロジ』
［開催日］11月 6日(火) 東京
［料金］48,000円

●『UMLを使用したオブジェクト指向分析･
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JRの鉄道貨物輸送サービスを利用す
る全国の貨物運送取扱事業者の連合体
である全国通運業連合会(会長：高橋
喬郎氏、会員数263社)では、会員事業
者の鉄道貨物輸送に関わる業務処理の
近代化を図る｢全通システム｣を、JRシ
ステムに開発･運用･管理を委託して会
員事業者の業務処理の効率化に寄与し
てきた。このシステムは、91年に稼働、
96年にシステム強化が図られ、これま
で通運事業者のシステム化に大きく寄
与してきたが、さらなるシステム高度
化を目指してこのたびシステムを刷新
することとなった。
全国通運業連合会常務理事相澤恵
司氏は、｢当連合会では、JR貨物の貨
物情報ネットワーク･システム(通称

精算業務処理サービスを提供してき
た。しかし、通運事業も競争激化の渦
中にあり、ITを駆使した情報武装の強
化が競争力の鍵を握る時代になってき
た。そこで、データの有効活用、荷主
へのサービス強化、操作性の向上など、

FRENS)と接続
し、コンテナ輸
送の予約業務、
コンテナ所在確
認などを情報交
換できる機能や、
通運事業者間の

システムのさらなる拡充を図ることと
し、JRシステムにその開発を委託し
た｣と語っている。

JR貨物のコンテナ列車

システム開発を担った鉄道情報シス
テム 中央システムセンター 貨物シス
テム課 副課長　大西 克巳氏は、｢リ
ニューアルに当たっては、既存の仕組
みを活かしながら、ネットワークを含
む最新のIT技術を採用し、操作性の良
さ、データ提供の拡充、運用面の容易
さ、さらにメール機能を取り入れると
ともに、使用者側のコスト負荷軽減な
どに留意した｣と語っている。
システムの構成は、鉄道情報システ
ムの中央システムセンターに設置され
た全通ホスト(USF450×2台、クラス
タリング構成)とFRENSホストとを専
用回線で、全国通運業連合会加盟153
社･223台の全通端末(Windows2000搭
載)とをJR-NET(FR網／パケット網)で
接続している。 (右図)

発行日本ユニシス株式会社広報部広報室　〒135-8560 東京都江東区豊洲1-1-1 (03)5546-4111 発行人山下宗久　編集人岡本哲夫　制作ピー･アールセブン　発行日 2001年10月１日　ISSN 0915-051X

2001年10月1日 第486号
＊社外からの寄稿や発言内容は、必ずしも弊社の見解を表明しているわけではありません。＊本紙記載の社名、製品名、およびシステム名は各社の登録商標または商標です。＊掲載記事の無断転載を禁じます。

鉄道情報システム
鉄道情報システムでは、鉄道貨物を利用する通運事業者向けに、コンテナ

予約、輸送中のコンテナ所在確認、通運事業者間の精算業務処理などを行う

｢全通システム｣の刷新を図り、6月から運用を開始した。

本システムの開発には、日本ユニシスが全面的に協力した。

◆JRグループ各社の高度情報化への提
案と事業支援を担う情報通信システム
の専門家集団を目指す。みどりの窓口
で活躍するマルスシステムをはじめと
するJRグループの基幹情報会社とし
て、また、運輸･物流･観光業界向けの

■鉄道情報システム株式会社(略称：JRシステム) http://www.jrs.co.jp/

情報通信システム事業、さらに運輸･
観光情報サービス事業などを展開して
いる。

◆所在地＝東京都渋谷区代々木2-2-2
◆代表者＝竹井大輔社長
◆従業員数＝508人(2001年4月現在)

鉄道貨物利用の通運事業者向け
｢新全通システム｣を構築

コンテナ予約／所在確認、事業者間の精算処理などを支援

社会公共ソリューション

相澤恵司氏

新システムが提供する主な機能は、
以下のとおりである。
①FRENS接続機能
FRENSと接続し、全通端末からコ

ンテナ輸送の予約業務、コンテナ所在
確認などを瞬時に情報交換できる。
②交互計算機能
｢荷主から料金収受した発側通運に
対し、着側通運が配達費などの着側経
費を請求する｣など、通運事業者間で
はさまざまな経費の精算が必要となる。
この精算手段として、精算機関が各
通運事業者から通運事業者間の債権
データを集計し、債務超過通運事業者
からはその超過額を徴収し、債権超過通
運事業者にその超過額を支払っている。
この通運事業者相互間の債権･債務
の差引計算機能を提供している。
③データ提供機能
FRENSから受信したコンテナ貨物

データおよび私有コンテナ所在データ
を、各通運事業者宛に編集･分類･累積
し、各通運事業者に提供している。
このほか、運用管理機能、マスタメ
ンテナンス機能、更新機能、他システ
ム接続機能、電子メール機能などを提
供している。

＊受付･発送データの有効活用

FRENSから1時間ごとに受信した
受付･発送データをもとに、各端末向
けにコンテナの到着予定データを提供
する。
＊自社システムとの接続方法の改善

これまでFDで行われていた自社シ
ステムとの接続が、ネットワーク経由
で接続できるようになっている。
＊情報伝達の迅速化

全通情報システムの端末同士の電子
メール機能により、事務連絡などの情
報を即時に端末に送信できる。また、
JR貨物から発信されている異常時の輸
送情報(悪天候による遅延など)が即時

：新規� ：再構築� ：変更�

全通端末(223台) 全通ホスト･システム(USF450×2)

電子メール･掲示板�

システム運用管理機能�

自
社
シ
ス
テ
ム
、
荷
主
シ
ス
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合
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ン
タ
フ
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ー
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全国通運業連合会(153社)

に配信され、荷主からの問い合わせに
も迅速に対応できる。
＊遠隔サポート

ホスト側からの、各端末表示画面の
取り出し、各端末操作が可能で、障害
や問い合わせに迅速に対応できる。
＊端末操作性の向上

すべての画面をFRENS接続画面と
同様なものに統一し、マウスやキー
ボードによる端末操作が可能である。
＊通信費の軽減

全通端末と全通ホスト間の通信網を
JR-NET網に変更することにより、現
在負担している通信費を軽減できる。

大西克巳氏 折原正英氏

新全通システムは、昨年8月に開発
に着手し、本年5月に開発を完了、端
末設置、試行運用を経て本年6月から
運用を開始した。開発パートナーには、
コンテナ貨物情報システムに実績があ
る点が評価され、日本ユニシスが選定
された。
中央システムセンター 貨物システ
ム課 主任 折原 正英氏は、｢新システ
ム紹介のために、全国14カ所を約1カ
月かけてキャラバンした。利用事業者
からはコスト面に関する質問が多かっ
たが、全体としてコストアップにつな
がらない工夫をしたため、会員からの
評価は非常に良かった｣と語っている。
相澤恵司氏は、｢新システムの開発
には極力コスト抑制をお願いした。結
果的に期待以上の成果を得たと思う。
JRシステムは鉄道貨物のシステム化ノ
ウハウを蓄積しており、今後もJRシス
テムとともにコンテナ輸送業務の発展
に寄与したい｣と語っている。 UN

最新ITを採用し新機能を付加

全国通運業連合会－鉄道貨物通運事
業者のシステム化対応を支援 新システムの主な特徴

コスト抑制に利用者側から高い評価

｢新全通システム｣の機能

新全通システム概要図
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